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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　トナー像を担持する回転可能な像担持体と、
　前記像担持体の表面を帯電させる帯電部材と、
　直流成分と交流成分とが重畳された帯電電圧を前記帯電部材に印加する帯電電源と、
　帯電した前記像担持体上に静電像を形成する静電像形成手段と、
　前記像担持体上に形成された前記静電像にトナーを供給して前記トナー像を形成する現
像部材と、
　現像電圧を前記現像部材に印加する現像電源と、
　前記像担持体上に形成された前記トナー像を転写位置で被転写体に転写させる転写手段
と、
　前記像担持体の回転方向において前記転写位置より下流側かつ前記帯電部材との当接位
置より上流側で前記像担持体に当接し、前記像担持体上から前記トナーを除去するクリー
ニング部材と、
　非画像形成時に、前記トナーを前記クリーニング部材に供給する供給動作を実行するた
めに、前記トナーを移動させるための前記帯電電圧、前記現像電圧をそれぞれ前記帯電部
材と前記現像部材に印加させることが可能な制御部と、
を有し、
　前記供給動作の実行時に印加する前記帯電電圧の前記交流成分のピーク間電圧をＶｐｐ
１（Ｖ）とすると、画像形成時に印加する前記帯電電圧の前記交流成分のピーク間電圧は
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、前記Ｖｐｐ１（Ｖ）より大きく、前記像担持体と前記帯電部材との間の前記直流成分の
放電開始電圧をＶｔｈ（Ｖ）とすると、
　前記制御部は、前記供給動作を実行するために、次式、
２Ｖｔｈ（Ｖ）≦Ｖｐｐ１（Ｖ）≦（２Ｖｔｈ＋２００）（Ｖ）
を満たす前記Ｖｐｐ１（Ｖ）を前記帯電部材に印加するように制御を行い、かつ、
　前記制御部は、前記非画像形成時に、前記帯電電圧の前記交流成分のピーク間電圧の切
り替えを行うことが可能であり、前記画像形成時に印加する前記帯電電圧の前記交流成分
のピーク間電圧をＶｐｐ２（Ｖ）、前記帯電部材に前記Ｖｐｐ１（Ｖ）が印加され電位が
形成される前記像担持体上の領域とは別の前記像担持体上の領域が、前記帯電部材との当
接位置を通過する際の前記帯電電圧の前記交流成分のピーク間電圧をＶｐｐ３（Ｖ）とし
たとき、次式、
Ｖｐｐ１（Ｖ）＜Ｖｐｐ３（Ｖ）＜Ｖｐｐ２（Ｖ）
を満たすように前記切り替えの制御を行うことを特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　前記Ｖｐｐ１（Ｖ）は、次式、
（２Ｖｔｈ＋５０）（Ｖ）≦Ｖｐｐ１（Ｖ）≦（２Ｖｔｈ＋１７０）（Ｖ）
を満たすことを特徴とする請求項１に記載の画像形成装置。
【請求項３】
　トナー像を担持する回転可能な像担持体と、
　前記像担持体の表面を帯電させる帯電部材と、
　直流成分と交流成分とが重畳された帯電電圧を前記帯電部材に印加する帯電電源と、
　帯電した前記像担持体上に静電像を形成する静電像形成手段と、
　前記像担持体上に形成された前記静電像にトナーを供給して前記トナー像を形成する現
像部材と、
　少なくとも直流成分を含む現像電圧を前記現像部材に印加する現像電源と、
　前記像担持体上に形成された前記トナー像を転写位置で被転写体に転写させる転写手段
と、
　前記像担持体の回転方向において前記転写位置より下流側かつ前記帯電部材との当接位
置より上流側で前記像担持体に当接し、前記像担持体上から前記トナーを除去するクリー
ニング部材と、
　非画像形成時に、前記トナーを前記クリーニング部材に供給する供給動作を実行するた
めに、前記現像部材から前記像担持体上に前記トナーを移動させるための前記帯電電圧、
前記現像電圧をそれぞれ前記帯電部材と前記現像部材に印加させることが可能な制御部と
、を有し、
　前記供給動作の実行時に印加する前記帯電電圧の前記直流成分をＶｄｃ１（Ｖ）、画像
形成時に印加する前記帯電電圧の前記直流成分をＶｄｃ２（Ｖ）、前記供給動作の実行時
に印加する前記現像電圧の前記直流成分をＶｄｅｖ１（Ｖ）、前記画像形成時に印加する
前記現像電圧の前記直流成分をＶｄｅｖ２（Ｖ）とすると、
　前記制御部は、次式、
０（Ｖ）＜｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜（Ｖ）＜｜Ｖｄｃ２－Ｖｄｅｖ２｜（Ｖ）
を満たす前記帯電電圧、前記現像電圧を、それぞれ前記帯電部材、前記現像部材に印加す
る前記供給動作を実行するように制御を行い、かつ、
　前記制御部は、前記非画像形成時に、前記帯電電圧の前記直流成分と前記現像電圧の前
記直流成分との差分の切り替えを行うことが可能であり、前記帯電部材に前記Ｖｄｃ１（
Ｖ）が印加され電位が形成される前記像担持体上の領域とは別の前記像担持体上の領域が
、前記帯電部材との当接位置を通過する際に前記帯電部材に印加される前記帯電電圧の前
記直流成分をＶｄｃ３（Ｖ）、前記別の前記像担持体上の領域が前記現像部材との当接位
置を通過する際に前記現像部材に印加される前記現像電圧の前記直流成分をＶｄｅｖ３（
Ｖ）としたとき、次式、
｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜（Ｖ）＜｜Ｖｄｃ３－Ｖｄｅｖ３｜（Ｖ）＜｜Ｖｄｃ２－Ｖｄ
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ｅｖ２｜（Ｖ）
を満たすように前記切り替えの制御を行うことを特徴とする画像形成装置。
【請求項４】
　前記｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜（Ｖ）は、次式、
１０（Ｖ）≦｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜（Ｖ）≦（｜Ｖｄｃ２－Ｖｄｅｖ２｜－３０）（
Ｖ）
を満たすことを特徴とする請求項３に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　前記転写手段に直流電圧を印加する転写電源を有し、
　前記制御部は、前記帯電部材に前記Ｖｐｐ１（Ｖ）が印加され電位が形成される前記像
担持体上の領域が前記転写位置を通過する際に前記転写手段に前記画像形成時とは逆極性
の電圧を印加するように制御を行うことを特徴とする請求項１又は２に記載の画像形成装
置。
【請求項６】
　前記帯電部材に前記Ｖｐｐ１（Ｖ）が印加され電位が形成される前記像担持体上の領域
が前記帯電部材との当接位置を通過する際に、前記像担持体と前記帯電部材との間で放電
が生じることを特徴とする請求項１又は２に記載の画像形成装置。
【請求項７】
　前記帯電部材との当接位置に到達する前記帯電部材に前記Ｖｐｐ１（Ｖ）が印加され電
位が形成される前記像担持体上の領域の電位は、略０（Ｖ）であることを特徴とする請求
項１又は２に記載の画像形成装置。
【請求項８】
　前記制御部は、画像形成工程の前の前回転工程において前記供給動作を実行するように
制御を行うことを特徴とする請求項１～７のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項９】
　前記制御部は、前記像担持体と前記クリーニング部材との間の摩擦力と相関する指標値
が所定の条件を満たす場合に、前記非画像形成時に前記供給動作を実行するように制御を
行うことを特徴とする請求項１～８のいずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項１０】
　前記像担持体の回転方向の移動距離と正の相関を有する指標値を計数する計数手段を有
し、
　前記制御部は、前記計数手段の計数結果が閾値以上の場合に、前記非画像形成時に前記
供給動作を実行するように制御を行うことを特徴とする請求項１～８のいずれか一項に記
載の画像形成装置。
【請求項１１】
　前記計数手段は、前記非画像形成時の前記像担持体の回転方向の移動距離と正の相関を
有する指標値を計数することを特徴とする請求項１０に記載の画像形成装置。
【請求項１２】
　当該画像形成装置の装置本体の内部又は外部の温度を検知する温度検知手段を有し、
　前記制御部は、前記温度検知手段により検知された温度が第１の温度の場合の前記閾値
よりも、前記温度検知手段により検知された温度が前記第１の温度よりも高い第２の温度
の場合の前記閾値を大きくするように、前記温度検知手段の検知結果に応じて前記閾値を
変更することを特徴とする請求項１０又は１１に記載の画像形成装置。
【請求項１３】
　前記現像部材と、前記トナーを収容する現像容器と、を備えた現像装置と、
　前記現像装置の使用量と正の相関を有する指標値を計数する使用量計数手段と、
を有し、
　前記制御部は、前記使用量計数手段の計数結果が第１の値の場合の前記閾値よりも、前
記使用量計数手段の計数結果が前記第１の値よりも大きい第２の値の場合の前記閾値を小
さくするように、前記使用量計数手段の計数結果に応じて前記閾値を変更することを特徴
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とする請求項１０又は１１に記載の画像形成装置。
【請求項１４】
　前記像担持体が回転方向に所定の距離だけ移動する間に前記像担持体に供給された前記
トナーの量と正の相関を有する指標値を計数する計数手段を有し、
　前記制御部は、前記計数手段の計数結果が閾値以下の場合に、前記非画像形成時に前記
供給動作を実行するように制御を行うことを特徴とする請求項１～８のいずれか一項に記
載の画像形成装置。
【請求項１５】
　当該画像形成装置の装置本体の内部又は外部の温度を検知する温度検知手段を有し、
　前記制御部は、前記温度検知手段により検知された温度が第１の温度の場合の前記閾値
よりも、前記温度検知手段により検知された温度が前記第１の温度よりも高い第２の温度
の場合の前記閾値を小さくするように、前記温度検知手段の検知結果に応じて前記閾値を
変更することを特徴とする請求項１４に記載の画像形成装置。
【請求項１６】
　前記現像部材と、前記トナーを収容する現像容器と、を備えた現像装置と、
　前記現像装置の使用量と正の相関を有する指標値を計数する使用量計数手段と、
を有し、
　前記制御部は、前記使用量計数手段の計数結果が第１の値の場合の前記閾値よりも、前
記使用量計数手段の計数結果が前記第１の値よりも大きい第２の値の場合の前記閾値を大
きくするように、前記使用量計数手段の計数結果に応じて前記閾値を変更することを特徴
とする請求項１４に記載の画像形成装置。
【請求項１７】
　当該画像形成装置の装置本体の内部又は外部の温度を検知する温度検知手段を有し、
　前記制御部は、前記温度検知手段により検知された温度が閾値以下の場合に、前記非画
像形成時に前記供給動作を実行するように制御を行うことを特徴とする請求項１～８のい
ずれか一項に記載の画像形成装置。
【請求項１８】
　前記現像部材と、前記トナーを収容する現像容器と、を備えた現像装置と、
　前記現像装置の使用量と正の相関を有する指標値を計数する使用量計数手段と、
を有し、
　前記制御部は、前記使用量計数手段の計数結果が閾値以上の場合に、前記非画像形成時
に前記供給動作を実行するように制御を行うことを特徴とする請求項１～８のいずれか一
項に記載の画像形成装置。
【請求項１９】
　前記像担持体を駆動する駆動モータの回転トルクと正の相関を有する指標値を検知する
トルク検知手段を有し、
　前記制御部は、前記トルク検知手段の検知結果が閾値以上の場合に、前記非画像形成時
に前記供給動作を実行するように制御を行うことを特徴とする請求項１～８のいずれか一
項に記載の画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真方式や静電記録方式を用いた複写機、プリンター、ファクシミリ装
置などの画像形成装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真方式などを用いた画像形成装置では、像担持体から転写残トナーやジャム（記
録材の詰まり）が発生した場合の未転写トナーなどを除去する方式として、像担持体に当
接させて配置したクリーニング部材によって物理的に掻き取る方式がある。クリーニング
部材としては、ウレタンゴムなどの弾性材料で形成されたクリーニングブレードが広く用
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いられ、このクリーニングブレードは、自由端部が像担持体の回転方向の上流側を向くカ
ウンター方向で像担持体に当接させられる。
【０００３】
　クリーニングブレードを用いる場合、像担持体へのトナーの供給が少ない状態で像担持
体を回転させ続けると、像担持体とクリーニングブレードとの間の摩擦力が上昇する。こ
れにより、微視的にクリーニングブレードがびびり（振動）を起こして、クリーニング不
良が発生することがある。クリーニング不良は、トナーがクリーニングブレードによって
掻き取られずにクリーニングブレードをすり抜けてしまう現象（以下、単に「すり抜け」
ともいう。）である。像担持体へのトナーの供給が少ない状態で像担持体が回転する状況
としては、低印字率の画像の印字が続く場合や、予備回転（画像形成工程の前後の前回転
工程、後回転工程など）が行われる場合などが挙げられる。
【０００４】
　これに対し、非画像形成時に像担持体とクリーニングブレードとの当接部にトナーを供
給する供給動作を行うことで、トナーや外添剤による潤滑効果によって摩擦力を低減し、
クリーニングブレードのびびりに起因するクリーニング不良を抑制する方法がある。特許
文献１は、環境や印字率に応じて、供給動作におけるトナーの供給量や供給動作を実行す
る頻度を制御することを開示している。従来は、供給動作において、像担持体に所定の印
字パターン（ベタ黒や細線）を形成し、この印字パターンのトナーを像担持体とクリーニ
ングブレードとの当接部に供給している。
【０００５】
　また、電子写真方式などを用いた画像形成装置では、像担持体を帯電させる方式として
、像担持体に接触又は近接させて配置した帯電部材に帯電バイアスを印加することで像担
持体を帯電させる方式がある。また、この帯電部材を用いた方式には、帯電バイアスとし
て直流電圧と交流電圧とが重畳された振動電圧を帯電部材に印加するＡＣ帯電方式がある
。ＡＣ帯電方式は、ＡＣ放電による電位均し効果により帯電後の像担持体の表面電位の均
一性が優れているという利点を有する。一方、ＡＣ帯電方式は、像担持体と帯電部材との
間での放電による像担持体の表面の削れや放電生成物の発生量が比較的大きい。特許文献
２は、非画像形成時に帯電部材に放電開始電圧以下のピーク間電圧値の交流電圧を印加す
ることで、放電生成物の発生を抑えながらクリーニング不良を抑制する方法を開示してい
る。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１０－１２２４６８号公報
【特許文献２】特開２０１１－５９２１８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、従来のように供給動作において通常の印字パターン（ベタ黒や細線）を
像担持体に形成すると、その印字パターンのトナー自体のすり抜けによりクリーニング不
良が発生することがある。これは、印字パターンを構成するトナーは十分な電荷を保持し
ているものが多く、その高い鏡映力のためにクリーニングブレードによって掻き取られに
くいことが原因の一つである。そして、この印字パターンのトナーによるクリーニング不
良は、ＡＣ帯電方式を用いる場合に顕著になる傾向がある。これは、ＡＣ帯電方式を用い
る場合、電気的な振動が物理的な振動として像担持体へ伝播することで、クリーニングブ
レードによるクリーニング性が低下することが原因であると考えられる。
【０００８】
　したがって、本発明の目的は、ＡＣ帯電方式を用いる場合に、非画像形成時に像担持体
とクリーニング部材との当接部に十分にトナーを供給できると共に、そのトナーによるク
リーニング不良の発生を抑制することのできる画像形成装置を提供することである。
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【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的は本発明に係る画像形成装置にて達成される。要約すれば、本発明は、トナー
像を担持する回転可能な像担持体と、前記像担持体の表面を帯電させる帯電部材と、直流
成分と交流成分とが重畳された帯電電圧を前記帯電部材に印加する帯電電源と、帯電した
前記像担持体上に静電像を形成する静電像形成手段と、前記像担持体上に形成された前記
静電像にトナーを供給して前記トナー像を形成する現像部材と、現像電圧を前記現像部材
に印加する現像電源と、前記像担持体上に形成された前記トナー像を転写位置で被転写体
に転写させる転写手段と、前記像担持体の回転方向において前記転写位置より下流側かつ
前記帯電部材との当接位置より上流側で前記像担持体に当接し、前記像担持体上から前記
トナーを除去するクリーニング部材と、非画像形成時に、前記トナーを前記クリーニング
部材に供給する供給動作を実行するために、前記トナーを移動させるための前記帯電電圧
、前記現像電圧をそれぞれ前記帯電部材と前記現像部材に印加させることが可能な制御部
と、を有し、前記供給動作の実行時に印加する前記帯電電圧の前記交流成分のピーク間電
圧をＶｐｐ１（Ｖ）とすると、画像形成時に印加する前記帯電電圧の前記交流成分のピー
ク間電圧は、前記Ｖｐｐ１（Ｖ）より大きく、前記像担持体と前記帯電部材との間の前記
直流成分の放電開始電圧をＶｔｈ（Ｖ）とすると、前記制御部は、前記供給動作を実行す
るために、次式、２Ｖｔｈ（Ｖ）≦Ｖｐｐ１（Ｖ）≦（２Ｖｔｈ＋２００）（Ｖ）を満た
す前記Ｖｐｐ１（Ｖ）を前記帯電部材に印加するように制御を行い、かつ、前記制御部は
、前記非画像形成時に、前記帯電電圧の前記交流成分のピーク間電圧の切り替えを行うこ
とが可能であり、前記画像形成時に印加する前記帯電電圧の前記交流成分のピーク間電圧
をＶｐｐ２（Ｖ）、前記帯電部材に前記Ｖｐｐ１（Ｖ）が印加され電位が形成される前記
像担持体上の領域とは別の前記像担持体上の領域が、前記帯電部材との当接位置を通過す
る際の前記帯電電圧の前記交流成分のピーク間電圧をＶｐｐ３（Ｖ）としたとき、次式、
Ｖｐｐ１（Ｖ）＜Ｖｐｐ３（Ｖ）＜Ｖｐｐ２（Ｖ）を満たすように前記切り替えの制御を
行うことを特徴とする画像形成装置である。
【００１０】
　本発明の他の態様によると、トナー像を担持する回転可能な像担持体と、前記像担持体
の表面を帯電させる帯電部材と、直流成分と交流成分とが重畳された帯電電圧を前記帯電
部材に印加する帯電電源と、帯電した前記像担持体上に静電像を形成する静電像形成手段
と、前記像担持体上に形成された前記静電像にトナーを供給して前記トナー像を形成する
現像部材と、少なくとも直流成分を含む現像電圧を前記現像部材に印加する現像電源と、
前記像担持体上に形成された前記トナー像を転写位置で被転写体に転写させる転写手段と
、前記像担持体の回転方向において前記転写位置より下流側かつ前記帯電部材との当接位
置より上流側で前記像担持体に当接し、前記像担持体上から前記トナーを除去するクリー
ニング部材と、非画像形成時に、前記トナーを前記クリーニング部材に供給する供給動作
を実行するために、前記現像部材から前記像担持体上に前記トナーを移動させるための前
記帯電電圧、前記現像電圧をそれぞれ前記帯電部材と前記現像部材に印加させることが可
能な制御部と、を有し、前記供給動作の実行時に印加する前記帯電電圧の前記直流成分を
Ｖｄｃ１（Ｖ）、画像形成時に印加する前記帯電電圧の前記直流成分をＶｄｃ２（Ｖ）、
前記供給動作の実行時に印加する前記現像電圧の前記直流成分をＶｄｅｖ１（Ｖ）、前記
画像形成時に印加する前記現像電圧の前記直流成分をＶｄｅｖ２（Ｖ）とすると、前記制
御部は、次式、０（Ｖ）＜｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜（Ｖ）＜｜Ｖｄｃ２－Ｖｄｅｖ２｜
（Ｖ）を満たす前記帯電電圧、前記現像電圧を、それぞれ前記帯電部材、前記現像部材に
印加する前記供給動作を実行するように制御を行い、かつ、前記制御部は、前記非画像形
成時に、前記帯電電圧の前記直流成分と前記現像電圧の前記直流成分との差分の切り替え
を行うことが可能であり、前記帯電部材に前記Ｖｄｃ１（Ｖ）が印加され電位が形成され
る前記像担持体上の領域とは別の前記像担持体上の領域が、前記帯電部材との当接位置を
通過する際に前記帯電部材に印加される前記帯電電圧の前記直流成分をＶｄｃ３（Ｖ）、
前記別の前記像担持体上の領域が前記現像部材との当接位置を通過する際に前記現像部材
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に印加される前記現像電圧の前記直流成分をＶｄｅｖ３（Ｖ）としたとき、次式、｜Ｖｄ
ｃ１－Ｖｄｅｖ１｜（Ｖ）＜｜Ｖｄｃ３－Ｖｄｅｖ３｜（Ｖ）＜｜Ｖｄｃ２－Ｖｄｅｖ２
｜（Ｖ）を満たすように前記切り替えの制御を行うことを特徴とする画像形成装置が提供
される。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、ＡＣ帯電方式を用いる場合に、非画像形成時に像担持体とクリーニン
グ部材との当接部に十分にトナーを供給できると共に、そのトナーによるクリーニング不
良の発生を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】画像形成装置の概略断面図である。
【図２】感光ドラムの周りの部材の配置を示す模式図である。
【図３】画像形成装置の要部の制御態様を示す概略ブロック図である。
【図４】帯電バイアスのピーク間電圧と放電電流量との関係を示すグラフ図である。
【図５】バックコントラストとカブリの発生程度との関係を示すグラフ図である。
【図６】感光ドラム上のトナーの電荷を説明するためのグラフ図である。
【図７】供給動作の実行の有無を判断する制御の一例のフローチャート図である。
【図８】前回転工程時の供給動作の一例のシーケンスチャート図である。
【図９】供給動作の実行の有無を判断する制御の他の例のフローチャート図である。
【図１０】前回転工程時の供給動作の他の例のシーケンスチャート図である。
【図１１】紙間工程時の供給動作の一例のシーケンスチャート図である。
【図１２】後回転工程時の供給動作の一例のシーケンスチャート図である。
【図１３】前回転工程時の供給動作の更に他の例のシーケンスチャート図である。
【図１４】供給動作を行わない場合の前回転工程のシーケンスチャート図である。
【図１５】カブリと帯電バイアスＶｐｐとの関係を示すグラフ図である。
【図１６】帯電バイアスＶｐｐと供給動作の時間との関係を示すグラフ図である。
【図１７】カブリとバックコントラストとの関係を示すグラフ図である。
【図１８】バックコントラストと供給動作の時間との関係を示すグラフ図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下、本発明に係る画像形成装置を図面に則して更に詳しく説明する。
【００１４】
　［実施例１］
　１．画像形成装置の全体的な構成及び動作
　図１は、本実施例の画像形成装置１００の概略断面図である。本実施例の画像形成装置
１００は、電子写真方式を用いたレーザービームプリンターである。
【００１５】
　画像形成装置１００は、トナー像を担持する像担持体としての、回転可能なドラム型の
電子写真感光体（感光体）である感光ドラム１を有する。回転体である感光ドラム１は、
駆動手段としての駆動モータＭ１（図３）によって図中矢印Ｒ１方向に回転駆動される。
回転する感光ドラム１の表面は、帯電手段としてのローラ型の帯電部材である帯電ローラ
２によって、所定の極性（本実施例では負極性）の所定の電位に帯電させられる。回転体
である帯電ローラ２は、感光ドラム１の表面に接触しており、感光ドラム１の回転に伴っ
て従動して回転する。帯電工程時に、帯電ローラ２には、帯電電源（高圧電源回路）Ｅ１
（図３）から、直流電圧と交流電圧とが重畳された振動電圧である帯電バイアス（帯電電
圧）が印加される。帯電した感光ドラム１の表面は、露光手段（静電像形成手段）として
の露光装置３によって画像情報に応じて選択的に露光され、感光ドラム１上に静電像（静
電潜像）が形成される。本実施例では、露光装置３は、レーザーをポリゴンミラーによっ
て反射させて感光ドラム１の表面を走査露光するレーザースキャナーである。露光装置３
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は、主走査方向（回転軸線方向と略平行な方向）に沿って走査しながら、感光ドラム１の
回転に伴って副走査方向（表面の移動方向）に沿って順次感光ドラム１を露光する。
【００１６】
　感光ドラム１上に形成された静電像は、現像手段としての現像装置４によってトナーが
供給されて現像（可視化）され、感光ドラム１上にトナー像が形成される。本実施例では
、現像装置４は、現像剤として磁性一成分現像剤であるトナーＴを用いる。現像装置４は
、トナーＴを収容する現像容器４２を有する。また、現像装置４は、現像容器４２に回転
可能に設けられた現像剤担持体（現像部材）としての中空円筒状の現像スリーブ４１、現
像スリーブ４１の中空部に配置された磁界発生手段としてのマグネットローラ４３を有す
る。さらに、現像装置４は、現像スリーブ４１に担持されたトナーＴの量を規制する現像
剤規制部材としての現像ブレード４４、現像容器４２内のトナーを攪拌する攪拌部材４５
を有する。現像容器４２内のトナーＴは、攪拌部材４５によって現像スリーブ４１の近傍
に供給される。回転体である現像スリーブ４１は、図中矢印方向に回転駆動される。なお
、本実施例では、現像スリーブ４１は、感光ドラム１を駆動する駆動モータＭ１からの駆
動力が伝達されて、感光ドラム１と同期して回転駆動される。現像スリーブ４１の近傍に
供給されたトナーＴは、マグネットローラ４３の磁力によって現像スリーブ４１の表面に
担持される。現像スリーブ４１の表面に担持されたトナーＴは、現像スリーブ４１の回転
に伴って、現像ブレード４４によってその量が規制されると共に摩擦により電荷を付与さ
れる。こうして現像スリーブ４１上にトナーＴの薄層が形成され、そのトナーＴが現像ス
リーブ４１の回転に伴って感光ドラム１との対向部へと搬送される。また、現像工程時に
、現像スリーブ４１には、現像電源（高圧電源回路）Ｅ２（図３）から、直流電圧と交流
電圧とが重畳された振動電圧である現像バイアス（現像電圧）が印加される。これによっ
て、感光ドラム１上の静電像に応じて現像スリーブ４１から感光ドラム１へとトナーが供
給される。本実施例では、一様に帯電処理された後に露光されることで電位の絶対値が低
下した感光ドラム１上の露光部に、感光ドラム１の帯電極性と同極性（本実施例では負極
性）に帯電したトナーが付着する。つまり、本実施例では、現像時のトナーの帯電極性で
あるトナーの正規の帯電極性は負極性である。
【００１７】
　感光ドラム１と対向して、転写手段としてのローラ型の転写部材である転写ローラ５が
配置されている。転写ローラ５は、感光ドラム１に向けて押圧され、感光ドラム１と転写
ローラ５とが接触する転写部（転写ニップ）Ｎを形成する。回転体である転写ローラ５は
、感光ドラム１の回転に伴って従動して回転する。上述のように感光ドラム１上に形成さ
れたトナー像は、転写部Ｎにおいて、感光ドラム１と転写ローラ５とに挟持されて搬送さ
れる記録用紙などの記録材（転写材、シート）Ｐに転写される。転写工程時に、転写ロー
ラ５には、転写電源（高圧電源回路）Ｅ３（図３）から、トナーの正規の帯電極性とは逆
極性の直流電圧である転写バイアス（転写電圧）が印加される。被転写体である記録材Ｐ
は、収納部としてのカセット８に収納されており、搬送ローラ（図示せず）などによって
、感光ドラム１上のトナー像とタイミングが合わされて転写部Ｎに供給される。
【００１８】
　トナー像が転写された記録材Ｐは、定着手段としての定着装置９へ搬送され、定着装置
９によって加熱及び加圧されることでトナー像が定着（溶融固着）される。その後、記録
材Ｐは、排出ローラ（図示せず）などによって、画像形成装置１００の装置本体１１０の
上部に設けられた排出部１０に排出（出力）される。
【００１９】
　一方、転写工程時に感光ドラム１の表面に残留したトナー（転写残トナー）は、クリー
ニング手段としてのクリーニング装置６によって感光ドラム１の表面から除去されて回収
される。クリーニング装置６は、感光ドラム１に当接するクリーニングブレード６１と、
クリーニング容器６２と、を有する。クリーニング装置６は、クリーニングブレード６１
によって、回転する感光ドラム１の表面から転写残トナーを掻き取る。感光ドラム１の表
面から掻き取られた転写残トナーは、クリーニング容器６２内に貯留される。
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【００２０】
　本実施例では、感光ドラム１と、これに作用するプロセス手段としての帯電ローラ２、
現像装置４及びクリーニング装置６とは、一体的に装置本体１１０に対して着脱可能なプ
ロセスカートリッジ７を構成している。プロセスカートリッジ７は、例えば現像装置４の
現像容器４２内のトナーが無くなった場合に新品に交換される。
【００２１】
　ここで、図２は、感光ドラム１の周囲の部材の配置を示す模式図である。感光ドラム１
の回転方向における帯電ローラ２による帯電処理が行われる位置が帯電位置ａである。本
実施例では、帯電ローラ２は、感光ドラム１の回転方向における帯電ローラ２と感光ドラ
ム１との接触部の上流側及び下流側に形成される帯電ローラ２と感光ドラム１との間の微
小な間隙の少なくとも一方で生じる放電によって感光ドラム１を帯電処理する。ただし、
簡単のため、帯電ローラ２と感光ドラム１との接触部が帯電位置ａであると擬制して考え
てもよい。また、感光ドラム１の回転方向における露光装置３による露光が行われる位置
が露光位置（像形成位置）ｂである。また、感光ドラム１の回転方向における現像スリー
ブ４１から感光ドラム１へのトナーの供給が行われる位置（本実施例では現像スリーブ４
１と感光ドラム１との対向部）が現像位置ｃである。また、感光ドラム１の回転方向にお
ける感光ドラム１から記録材Ｐへのトナー像の転写が行われる位置（本実施例では感光ド
ラム１と転写ローラ５との接触部）が転写位置（転写部）Ｎである。また、感光ドラム１
の回転方向におけるクリーニングブレード６１と感光ドラム１との当接部がクリーニング
位置ｄである。本実施例では、上記各位置は、感光ドラム１の回転方向に沿って帯電位置
ａ、露光位置ｂ、現像位置ｃ、転写位置Ｎ、クリーニング位置ｄの順番で配置されている
。
【００２２】
　画像形成装置１００は、一の開始指示により開始される、単一又は複数の記録材Ｐに画
像を形成して出力する一連の動作であるジョブ（印刷動作）を実行する。ジョブは、一般
に、画像形成工程、前回転工程、複数の記録材Ｐに画像を形成する場合の紙間工程、及び
後回転工程を有する。画像形成工程は、実際に記録材Ｐに形成して出力する画像の静電像
の形成、トナー像の形成、トナー像の転写を行う期間であり、画像形成時とはこの期間の
ことをいう。より詳細には、これら静電像の形成、トナー像の形成、トナー像の転写を行
う位置で、画像形成時のタイミングは異なる。前回転工程は、開始指示が入力されてから
実際に画像を形成し始めるまでの、画像形成工程の前の準備動作を行う期間である。紙間
工程は、複数の記録材Ｐに対する画像形成を連続して行う際（連続画像形成）の記録材Ｐ
と記録材Ｐとの間に対応する期間である。後回転工程は、画像形成工程の後の整理動作（
準備動作）を行う期間である。非画像形成時とは、画像形成時以外の期間であって、上記
前回転工程、紙間工程、後回転工程、更には画像形成装置１００の電源投入時又はスリー
プ状態からの復帰時の準備動作である前多回転工程などが含まれる。本実施例では、後述
する供給動作が非画像形成時に実行される。
【００２３】
　図３は、画像形成装置１００の要部の制御態様を示す概略ブロック図である。本実施例
では、画像形成装置１００の装置本体１１０に設けられた制御手段としての制御部（制御
回路）５０が、画像形成装置１００の各部の動作を統括的に制御する。制御部５０は、演
算制御手段としてのＣＰＵ５１、記憶手段としてのＲＯＭ５２、ＲＡＭ５３などを有して
構成される。ＲＯＭ５２には、ＣＰＵ５１が実行するプログラムや各種データが格納され
る。ＲＡＭ５３は、ＣＰＵ５１の作業用のメモリとして使われる。制御部５０には、前述
の帯電電源Ｅ１、現像電源Ｅ２、転写電源Ｅ３、駆動モータＭ１、露光装置３などが接続
されている。また、制御部５０には、計数手段としての回転距離カウンタ（記憶部）１１
が接続されている。制御部５０は、感光ドラム１を駆動するごとにその回転距離（回転方
向の移動距離）を積算して回転距離カウンタ１１に記憶させる。本実施例との関係では、
後述するように、制御部５０は、これら各部を制御して、非画像形成時に実行する供給動
作の制御を行う。なお、図３には、便宜上、他の実施例で説明する要素も示されている。
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図３に示す印字率カウンタ１２及び温度センサ１３については実施例２で、トルクゲージ
１４については実施例３で説明する。
【００２４】
　２．現像剤
　本実施例では、現像装置４が用いるトナーは、懸濁重合法により製造される重合トナー
である。このトナーは次のようにして製造される。まず、スチレン系の重合性単量体及び
着色剤（磁性粉体、重合開始剤、架橋剤、荷電制御剤、その他の添加剤）を均一に溶解又
は分散させ、重合性単量体組成物とする。この重合性単量体組成物を、分散安定剤を含有
した連続層（例えば水相）中に適当な攪拌器を用いて分散させ、同時に重合反応を行わせ
、重量平均粒径が８μｍであるトナー（トナー母体）を得る。こうして得られたトナーの
表面に、流動性や荷電性を整えるために、数ｎｍ～数十ｎｍのシリカなどの粉末（外添剤
）を外添する。本実施例では、トナーの材料として、現像スリーブ４１にトナーをコート
して薄層を形成する際にトナーが負帯電するような材料を選択している。
【００２５】
　３．感光ドラム
　本実施例では、感光ドラム１は、導電性材料で形成された支持体としてのアルミシリン
ダ上に、電気的バリア性を有する下引き層と、電荷発生層と、電荷輸送層と、がこの順番
で積層されて構成されている。帯電ローラ２と接触する感光ドラム１の最表面を構成する
電荷輸送層は、ポリカーボネート樹脂などを用いて形成されている。本実施例では、感光
ドラム１は、２００ｍｍ／ｓの周速度（プロセススピード）で回転駆動される。また、本
実施例では、帯電ローラ２により帯電処理されて形成される感光ドラム１の表面電位（以
下、「暗電位」ともいう。）は－４００Ｖである。また、本実施例では、露光装置３によ
り露光されて形成される感光ドラム１の表面電位（以下、「明電位」ともいう。）は－１
００Ｖである。
【００２６】
　４．クリーニングブレード
　クリーニングブレード６１は、像担持体の回転方向において転写位置Ｎより下流側かつ
帯電位置ａより上流側のクリーニング位置ｄで像担持体に当接し、像担持体上からトナー
を除去するクリーニング部材の一例である。本実施例では、クリーニングブレード６１は
、支持部材としての支持板金６１ｂと、弾性を有するゴム部６１ａと、を有して構成され
ている。支持板金６１ｂは、クリーニング容器６２に固定されている。ゴム部６１ａは、
弾性材料としてのポリウレタンゴムで形成されている。ゴム部６１ａは、感光ドラム１の
長手方向（回転軸線方向）に沿って配置される長手方向と、該長手方向と略直交する短手
方向とにそれぞれ所定の長さを有し、所定の厚さを有する板状の部材である。ゴム部６１
ａの長手方向の長さは、感光ドラム１の回転軸線方向における画像形成可能領域（トナー
像を形成することが可能な領域）の幅よりも長く、該画像形成可能領域はゴム部６１ａの
長手方向の長さの範囲内に収まる。ゴム部６１ａは、短手方向の一方の端部が支持板金６
１ｂに固定され、他方の端部である自由端部が感光ドラム１の表面に当接させられる。ク
リーニングブレード６１は、ゴム部６１ａの自由端部が感光ドラム１の回転方向の上流側
を向くカウンター方向で感光ドラム１の表面に当接させられる。
【００２７】
　本実施例では、ゴム部６１ａのウォーレス硬度は７５°、厚さは２ｍｍである。そして
、本実施例では、このゴム部６１ａは、当接角３０°、当接圧（設定圧）３０ｇｆ／ｃｍ
の設定で感光ドラム１に当接させられる。なお、当接角は、感光ドラム１の回転軸線方向
と略直交する断面において、感光ドラム１とゴム部６１ａとの当接部における感光ドラム
１の接線と、感光ドラム１側のゴム部６１の側面とのなす角度（図２中のθ）である。ま
た、当接圧は、クリーニングブレード６１の長手方向の単位長さ当たりの圧力（感光ドラ
ム１に対するクリーニングブレード６１の当接圧の総圧を、感光ドラム１とクリーニング
ブレードブレード６１との当接部の長手方向の長さで割った値）である線圧で表す。この
線圧は、感光ドラム１又は感光ドラム１に相当する測定具に荷重変換器を取り付けておき
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、クリーニングブレード６１を押し付け、その荷重を測定することで求めることができる
。当接圧が低すぎると、クリーニング性が確保できず、クリーニング不良が発生すること
がある。逆に、当接圧が高すぎると、感光ドラム１とクリーニングブレード６１との間の
摩擦力が高くなりすぎる。そして、クリーニングブレ－ド６１のびびり（振動）、更には
クリーニングブレード６１のめくれ（ゴム部６１ａの自由端部が感光ドラム１の回転方向
の下流側にめくれてしまう現象）が発生することがある。クリーニングブレード６１のび
びりは、クリーニング不良の原因になる。また、クリーニングブレード６１のめくれは、
クリーニング不良の原因になると共に、場合よっては装置の破損につながる。
【００２８】
　また、当接角、当接圧が適切に設定された場合であっても、感光ドラム１へのトナーの
供給が少ない状態で感光ドラム１を回転させ続けると、クリーニングブレード６１のびび
り、更にはクリーニングブレード６１のめくれが発生することがある。本実施例の画像形
成装置１００は、これを抑制するために後述する供給動作を実行する。
【００２９】
　５．帯電ローラ
　本実施例では、帯電ローラ２は、鉄、ステンレス（ＳＵＳ）などで形成された導電性の
芯金（芯材）上に、ヒドリンゴムなどで形成された導電性弾性層が形成され、更にウレタ
ンゴムなどで形成された表層（保護層）がコートされて構成されている。帯電ローラ２の
芯金には、帯電電源Ｅ１が接続されている。帯電ローラ２には、この帯電電源Ｅ１から、
芯金を介して、直流電圧（ＤＣ電圧、直流成分）と交流電圧（ＡＣ電圧、交流成分）とが
重畳された振動電圧である帯電バイアスが印加される。本実施例では、画像形成時には、
－４００Ｖの直流電圧と、ピーク間電圧値Ｖｐｐ（以下、単に「Ｖｐｐ」ともいう。）が
１５００Ｖの交流電圧と、が重畳された帯電バイアスが帯電ローラ２に印加される。これ
により、画像形成時には、感光ドラム１の表面は－４００Ｖの暗電位に略均一に帯電させ
られる。
【００３０】
　６．帯電特性
　次に、帯電ローラ２による感光ドラム１の帯電特性について説明する。なお、帯電バイ
アスの直流成分を「帯電ＤＣ」、交流成分を「帯電ＡＣ」、現像バイアスの直流成分を「
現像ＤＣ」、交流成分を「現像ＡＣ」ということがある。
【００３１】
　図４は、本実施例における帯電ＡＣのＶｐｐと放電電流量Ｉｓとの関係を示すグラフ図
である。図４に示すように、本実施例では、帯電ＡＣのＶｐｐが１１００Ｖに到達すると
、放電電流量Ｉｓが上昇し始める。ここでは、この放電電流量Ｉｓが上昇し始める帯電Ａ
ＣのＶｐｐを、感光ドラム１と帯電ローラ２との間の「放電開始電圧２Ｖｔｈ」と呼ぶ。
なお、この放電開始電圧２Ｖｔｈは、帯電ローラ２に直流成分のみからなる電圧を印加し
た際に感光ドラム１と帯電ローラ２との間での放電が開始する電圧（放電閾値）であるＶ
ｔｈの約２倍に相当する。放電開始電圧２Ｖｔｈは、パッシェンの法則に従い、帯電ロー
ラ２と感光ドラム１との間の空隙距離と気圧によって増減する。
【００３２】
　本実施例では、帯電ＡＣのＶｐｐが１１００Ｖ未満の場合、放電電流量Ｉｓはほぼ０μ
Ａであり、放電現象は生じないため、感光ドラム１の表面を所望の状態（帯電ＤＣの電位
に略均一に帯電した状態）に帯電させることができない。つまり、帯電位置ａを通過した
後の感光ドラム１の表面電位は、帯電位置ａに到達する前の露光位置ｂでの露光や転写位
置Ｎでの転写の影響を受けた状態の表面電位になる。帯電ＡＣのＶｐｐが１１００Ｖの場
合、放電現象が生じ、感光ドラム１の表面をある程度帯電させることができる。しかし、
比較的弱い放電しか発生しないので、帯電ムラが発生し、感光ドラム１の表面に所定電位
（帯電ＤＣの電位）になっていない領域が発生する。これによって、後述する「地カブリ
」の一種が発生する。帯電ＡＣのＶｐｐを、１１００Ｖを超えて大きくしていくと、放電
電流量Ｉｓが増大し、より強い放電が発生して、感光ドラム１の表面を所望の状態に帯電



(12) JP 6971632 B2 2021.11.24

10

20

30

40

50

させることができるようになる。
【００３３】
　ここで、電子写真方式を用いた画像形成装置では、感光ドラム１の表面の暗電位部分に
トナーが付着してしまう現象がある。この現象を、「カブリ」と呼ぶ。一般に、カブリは
、帯電処理後の感光ドラム１の暗電位と、現像スリーブ４１の電位（以下、「現像電位」
ともいう。）との電位差によってコントロールされる。この電位差を、「バックコントラ
スト」と呼ぶ。通常、バックコントラストは、トナーの保持する電荷に対して、感光ドラ
ム１と現像スリーブ４１との間に形成される電界が現像スリーブ４１側から感光ドラム１
側にトナーを飛ばさない電界となるように設定される。
【００３４】
　図５は、バックコントラストとカブリの発生程度との関係を示すグラフ図である。図５
の横軸はバックコントラストを示し、縦軸はベタ白画像を白紙に印字（通紙）した場合の
白紙の反射濃度を測定した値（東京電色反射濃度計　ＴＣ－６ＤＳ／Ａ３０）を示す。反
射濃度の単位は％で、値が大きい程カブリが発生していることを示す。図５に示すように
、バックコントラストには最適値が存在し、小さすぎても、大きすぎても、カブリの最小
値は得られない。通常、画像形成時には、バックコントラストは、カブリが最小になるよ
うに設定される。
【００３５】
　図６は、感光ドラム１上に付着したトナーの電荷分布を示すグラフ図であり、通常の明
電位部分に付着したトナー（印字部のトナー）と後述する「砂地カブリ」を起こしたトナ
ーとを比較したものである。図６の横軸は電荷を示し、縦軸は個数分布を測定した値（ホ
ソカワミクロン　Ｅｓｐａｒｔ　ａｎａｌｙｚｅｒ　ｍｏｄｅｌＥＳＴ－ＩＩＩ－ｃｓ）
を示す。バックコントラストが最適値よりも小さい場合に現像スリーブ４１から感光ドラ
ム１へと飛翔するトナーは、通常の明電位部分へと飛翔するトナーに比べて、電荷の絶対
値が小さなトナーの比率が高い。このようにバックコントラストが最適値よりも小さい場
合に暗電位部分にトナーが付着する現象を「地カブリ」と呼ぶ。一方、バックコントラス
トが最適値よりも大きい場合に現像スリーブ４１から感光ドラム１へと飛翔するトナーは
、通常の明電位部分へと飛翔するトナーに比べ、正規の帯電極性とは逆極性の電荷を有す
るトナーの比率が高い。このようにバックコントラストが最適値よりも大きい場合に暗電
位部分にトナーが付着する現象を「反転カブリ」と呼ぶ。
【００３６】
　そして、前述のように帯電ＡＣのＶｐｐが小さいことで感光ドラム１の帯電ムラ（暗電
位部分の電位ムラ）が発生すると、感光ドラム１の表面におけるミクロ的にバックコント
ラストが最適値よりも小さい領域にトナーが付着してカブリが発生することがある。この
現象を、「砂地カブリ」と呼ぶ。「砂地カブリ」は上述の「地カブリ」の一種であり、砂
地カブリを起こしたトナーは、通常の明電位部分に付着するトナーに比べて、電荷の絶対
値が小さいトナーの比率が高い。本発明者の検討によれば、砂地カブリを目視で確認でき
ない程度まで十分に低減させるには、帯電ＡＣのＶｐｐを２Ｖｔｈ＋２００Ｖより大きく
設定する必要がある。換言すれば、帯電ＡＣのＶｐｐを、次式、
２Ｖｔｈ≦Ｖｐｐ≦２Ｖｔｈ＋２００Ｖ
を満たす範囲に設定することで、砂地カブリを積極的に発生させることができる。
【００３７】
　７．供給動作
　７－１．砂地カブリを用いた供給動作
　前述のように、感光ドラム１へのトナーの供給が少ない状態で感光ドラム１を回転させ
続けると、感光ドラム１とクリーニングブレード６１との間の摩擦力が上昇する。そして
、クリーニングブレード６１のびびり、更にはクリーニングブレード６１のめくれが発生
することがある。クリーニングブレード６１の「びびり」や「めくれ」を抑制するために
は、非画像形成時にクリーニング位置ｄにトナーを供給して、感光ドラム１とクリーニン
グブレード６１との間の摩擦力を低減する供給動作（パージ）を実行することが有効であ
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る。
【００３８】
　しかしながら、前述のように、供給動作において通常の印字パターン（ベタ黒や細線）
を感光ドラム１に形成すると、その印字パターンのトナー自体のすり抜けによりクリーニ
ング不良が発生することがある。
【００３９】
　本発明者の検討によれば、このすり抜けの発生程度には、トナーの電荷量が影響するこ
とがわかった。供給動作でクリーニング位置ｄに供給されるトナーの電荷の絶対値は小さ
い程良い。つまり、電荷の絶対値が相対的に小さいトナーは、感光ドラム１との鏡映力が
相対的に低く、電荷の絶対値が相対的に大きいトナーは、感光ドラム１との鏡映力が相対
的に高い。電荷の絶対値が相対的に大きいトナーは、鏡映力が相対的に高いため、供給動
作において感光ドラム１に貼り付いたままクリーニングブレード６１によって掻き取られ
ずにクリーニングブレード６１をすり抜けやすい。そのため、供給動作において、電荷の
絶対値が相対的に大きいトナーの比率が高い通常の印字パターンのトナーをクリーニング
位置ｄに供給すると、そのトナーがクリーニングブレード６１をすり抜けてクリ－ニング
不良が発生しやすい。一方、電荷の絶対値が相対的に小さいトナーは、鏡映力が相対的に
低いため、クリーニングブレード６１によって掻き取られやすい。
【００４０】
　そこで、本実施例では、供給動作において、電荷の絶対値が相対的に小さいトナーの比
率が高いトナーが感光ドラム１の暗電位部分に付着する前述の「砂地カブリ」を積極的に
発生させて、この砂地カブリを起こしたトナーをクリーニング位置ｄに供給する。具体的
には、供給動作における帯電ＡＣのＶｐｐを十分に小さくして、電位均し効果を低下させ
ることで、砂地カブリを積極的に発生させる。砂地カブリを起こしたトナーは、電荷の絶
対値が相対的に小さく、鏡映力が相対的に低いため、クリーニングブレード６１によって
容易に掻き取られて、その一部（トナーや外添剤）がクリーニングブレード６１の自由端
部側の先端に滞留する。これによって、感光ドラム１とクリーニングブレード６１との間
に潤滑性を付与して、クリーニングブレード６１の「びびり」や「めくれ」を抑制できる
と共に、トナーがクリーニングブレード６１をすり抜けることによるクリーニング不良を
抑制できる。
【００４１】
　また、帯電ＡＣのＶｐｐとクリーニング性には相関があり、帯電ＡＣのＶｐｐが小さい
方がクリーニング性は向上する。つまり、ＡＣ帯電方式を用いる場合、電気的な振動が感
光ドラム１を物理的に振動させることによって、すり抜けが発生しやすい。これに対し、
供給動作において帯電ＡＣのＶｐｐを十分に小さくすることで、上述のような振動による
クリーニング性の低下を抑制することができる。
【００４２】
　つまり、供給動作において帯電ＡＣのＶｐｐを十分に小さくすることによって、砂地カ
ブリにより電荷の絶対値が相対的に小さいトナーをクリーニング位置ｄに供給することだ
けではなく、振動を減らすことによってもクリーニング不良を抑制することができる。
【００４３】
　前述のように、砂地カブリを積極的に発生させるためには、帯電ＡＣのＶｐｐを、
２Ｖｔｈ≦Ｖｐｐ≦２Ｖｔｈ＋２００Ｖ
を満たす範囲に設定する。なお、Ｖｐｐは、２Ｖｔｈ＋１００Ｖ以下であることがより好
ましい。
【００４４】
　つまり、本実施例では、制御部５０は、非画像形成時に、感光ドラム１上の所定の領域
に現像スリーブ４１からトナーを移動させ該トナーをクリーニング位置ｄに供給する供給
動作を実行させることが可能である。制御部５０は、供給動作では、上記所定の領域が帯
電位置ａを通過する際に帯電ローラ２に帯電バイアスを印加させ、かつ、上記所定の領域
が現像位置ｃを通過する際に現像スリーブ４１に現像バイアスを印加させる。ここで、上
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記所定の領域が帯電位置ａを通過する際の帯電ＡＣのＶｐｐを「Ｖｐｐ１」、画像形成時
の帯電電ＡＣのＶｐｐを「Ｖｐｐ２」、感光ドラム１と帯電ローラ２との間の放電開始電
圧を「２Ｖｔｈ」とする。このとき、制御部５０は、供給動作では、次式、
Ｖｐｐ１＜Ｖｐｐ２、及び
２Ｖｔｈ≦Ｖｐｐ１≦２Ｖｔｈ＋２００Ｖ
を満たすように制御を行う。
【００４５】
　７－２．帯電バイアス、現像バイアスの設定
　本実施例における画像形成時及び供給動作時の帯電バイアス及び現像バイアスの設定は
次の通りである。
【００４６】
　＜画像形成時の設定＞
　・帯電バイアス
　　直流成分：－４００Ｖ
　　交流成分：Ｖｐｐ＝１５００Ｖ（「Ｖｐｐ２」）、ｆ（周波数）＝１．５ｋＨｚ、正
弦波
　・現像バイアス
　　直流成分：－３００Ｖ
　　交流成分：Ｖｐｐ＝１８００Ｖ、ｆ＝２．５ｋＨｚ、正弦波
　この設定では、砂地カブリは実質的に無視できる反射濃度１％程度に抑制される。
　＜供給動作時の設定＞
　・帯電バイアス
　　直流成分：－４００Ｖ（画像形成時と同じ設定）
　　交流成分：Ｖｐｐ１＝１２００Ｖ（「Ｖｐｐ１」）、ｆ＝１．５ｋＨｚ、正弦波
　・現像バイアス
　　直流成分：－３００Ｖ（画像形成時と同じ設定）
　　交流成分：Ｖｐｐ＝１８００Ｖ、ｆ＝２．５ｋＨｚ、正弦波（画像形成時と同じ設定
）
　この設定では、反射濃度８％程度の砂地カブリが発生する。供給動作で感光ドラム１に
トナーを付着させる時間は２００ｍｓｅｃ、トナーを付着させる感光ドラム１の回転方向
の幅は４０ｍｍ、感光ドラム１に付着させるトナーの量は１２ｍｇである。なお、供給動
作では、感光ドラム１の回転軸線方向における画像形成可能領域の略全域に、砂地カブリ
を起こしたトナーが付着する。
【００４７】
　７－３．供給動作の実行制御
　本実施例では、感光ドラム１の回転距離が、ＬＥＴＴＥＲサイズ換算で１００枚の印刷
を連続して行った場合に相当する感光ドラム１の回転距離に達した後の、次のジョブの前
回転工程において供給動作が実行される。
【００４８】
　図７は、本実施例における供給動作を実行するか否かを判断する制御の手順の概略を示
すフローチャート図である。制御部５０は、ジョブの開始が指示されると、前回転工程を
開始させる（Ｓ１）。次に、制御部５０は、回転距離カウンタ１１から読み込んだ前回の
供給動作を実行してからの回転距離が、閾値であるＬＥＴＴＥＲサイズ換算での１００枚
連続印刷相当の回転距離以上であるか否かを判断する（Ｓ２）。そして、制御部５０は、
Ｓ２において閾値以上（“Ｙｅｓ”）であると判断した場合は、今回の前回転工程中に供
給動作を実行することを決定し（Ｓ３）、回転距離カウンタ１１のカウント値を０にリセ
ットする（Ｓ４）。一方、制御部５０は、Ｓ２において１００枚未満である（“Ｎｏ”）
と判断した場合は、今回の前回転工程中に供給動作を実行しないことを決定する（Ｓ５）
。なお、制御部５０は、その後、Ｓ２における判断に応じて供給動作を含むか又は含まな
い所定の前回転工程が終了し次第、画像形成工程を開始することになる。
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　７－４．シーケンス
　図８は、本実施例における供給動作を実行する場合の各部の動作状態の一例を示すシー
ケンスチャート図である。
【００５０】
　前回転工程が開始されると、まず、駆動モータＭ１の駆動が開始される（Ｔ１１１）。
次に、帯電ＤＣ及び帯電ＡＣの印加が開始される（Ｔ１２１、Ｔ１３１）。このとき、帯
電ＡＣのＶｐｐは「Ｖｐｐ１」に設定され、帯電ＤＣは画像形成時と同じ値に設定される
。次に、「Ｖｐｐ１」の印加が開始された時に帯電位置ａにあった感光ドラム１上の位置
が現像位置ｃに到達するタイミングと同期させて、現像ＤＣ及び現像ＡＣ（現像ＤＣのみ
図示）の印加が開始される（Ｔ１４１）。これにより、砂地カブリが発生し、感光ドラム
１にトナーが付着する。
【００５１】
　次に、「Ｖｐｐ１」の印加が開始された時に帯電位置ａにあった感光ドラム１上の位置
（砂地カブリを起こしたトナー）が転写位置Ｎに到達するタイミングと同期させて、負極
性の転写バイアス（本実施例では－５００Ｖ）の印加が開始される（Ｔ１５１）。これは
、次のような理由によるものである。つまり、砂地カブリを起こしたトナーは、電荷の絶
対値が相対的に小さい負極性に帯電したトナーの比率が高い。そのため、このトナーと同
極性（画像形成時の転写バイアスとは逆極性）の転写バイアスを印加して、できるだけ多
くのトナーを電気的に転写ローラ５から反発させて（つまり感光ドラム１に押し付ける側
に付勢し）、クリーニング位置ｄに供給するためである。
【００５２】
　次に、感光ドラム１上の砂地カブリを発生させるべき所定の領域が帯電位置ａを通過し
終えた時以降のタイミングで、帯電ＡＣのＶｐｐが「Ｖｐｐ１」から「Ｖｐｐ２」に切り
替えられ、画像形成工程に移行する（Ｔ１３２）。その後、「Ｖｐｐ２」に切り替えられ
た時に帯電位置ａにあった感光ドラム１上の位置が転写位置Ｎに到達するタイミングと同
期させて、正極性の転写バイアス（本実施例では＋１５００Ｖ）の印加が開始される（Ｔ
１５２）。
【００５３】
　なお、図１４は、供給動作を実行しない場合の各部の動作状態の一例を示すシーケンス
チャート図である。
【００５４】
　７－５．効果
　次に、本実施例と、供給動作において通常の印字パターンのトナーをクリーニング位置
ｄに供給した場合（比較例）とで、クリーニング不良の発生程度を比較した。比較例では
、供給動作において、感光ドラム１の回転軸線方向における画像形成可能領域の略全域に
わたる帯状のベタ黒画像を形成することで、本実施例と同じ量のトナーを感光ドラム１に
付着させた。比較例の画像形成装置の構成及び動作は、上記の点を除いて本実施例の画像
形成装置１００と実質的に同じである。クリーニング不良（すり抜け）は目視で確認し、
無視できない程度に発生した場合を×（不良）、発生しないか無視できる程度の場合を○
（良好）として評価した。評価結果を表１に示す。また、本実施例と比較例について、耐
久試験（３０ｋ枚）を行って「びびり」や「めくれ」の発生の有無を確認した。
【００５５】
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【表１】

【００５６】
　本実施例及び比較例のいずれにおいても、「びびり」や「めくれ」を十分に抑制するこ
とができることがわかった。しかし、表１に示すように、比較例ではすり抜けが発生した
。これに対し、本実施例ではすり抜けは発生しなかった。
【００５７】
　また、本実施例における帯電ＡＣのＶｐｐを変更した場合について同様の試験を行った
ところ、Ｖｐｐが１３００Ｖ（すなわち、２Ｖｔｈ＋２００Ｖ）を越えると「びびり」に
起因するクリーニング不良が発生することがあった。これは、供給動作において十分に砂
地カブリを発生させることができず、十分な量のトナーをクリーニング位置ｄに供給でき
なかったためであると考えられる。
【００５８】
　以上説明したように、本実施例によれば、ＡＣ帯電方式を用いる場合に、非画像形成時
に感光ドラム１とクリーニングブレード６１との当接部に十分にトナーを供給できると共
に、そのトナーによるクリーニング不良の発生を抑制することができる。
【００５９】
　［実施例２］
　次に、本発明の他の実施例について説明する。本実施例の画像形成装置１００の基本的
な構成及び動作は、実施例１の画像形成装置のものと同じである。したがって、本実施例
の画像形成装置において、実施例１の画像形成装置のものと同一又は対応する機能あるい
は構成を有する要素については、実施例１と同一の符号を付して詳しい説明は省略する。
【００６０】
　１．本実施例の供給動作
　本実施例では、ＬＥＴＴＥＲサイズ換算で１００枚の印刷を連続して行った場合に相当
する感光ドラム１の回転距離ごとに、平均印字率がカウント（非画像形成時は０％として
カウント）される。この平均印字率は、概略、画像形成時に画像画素数を積算し、その積
算値の、現時点までの感光ドラム１の回転距離に対応する画像形成可能領域の全画素数に
対する割合（％）を算出することで求めることができる。そして、本実施例では、感光ド
ラム１の回転距離が上記１００枚連続印刷相当の回転距離に達した後の次のジョブの前回
転工程において、平均印字率が閾値以下の場合に供給動作を実行する。
【００６１】
　ここで、画像形成時の印字率は印字する画像によって変動する。また、感光ドラム１へ
のトナーの供給が無い時間、例えば前回転工程の時間は一定ではない。前回転工程は、例
えば、次のような場合に長くなることがある。例えば、画像展開に時間がかかる場合が挙
げられる。また、現像装置の攪拌部材と感光ドラムの駆動モータが共通化された構成にお
いて、現像装置内の現像剤を通常より長く攪拌する場合が挙げられる。また、定着装置と
感光ドラムの駆動モータが共通化された構成において、定着装置の昇温に通常より長く時
間がかかる場合が挙げられる。そのため、上述のように非画像形成時の感光ドラム１の回
転距離も考慮した平均印字率に基づいて供給動作を実行するか否かを判断することで、よ
り適切なタイミングで供給動作を行うことができる。
【００６２】
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　また、本実施例では、上記平均印字率の閾値は、環境の温度に応じて変更される。相対
的に低温の場合には、クリーニングブレード６１が相対的に固くなり、感光ドラム１とク
リーニングブレード６１との間の摩擦力が上昇し、「びびり」や「めくれ」が発生しやす
くなる。そのため、平均印字率の閾値は、低温環境ほど大きい値に変更される。
【００６３】
　図３を参照して、本実施例では、制御部５０には、計数手段としての印字率カウンタ（
記憶部）１２が接続されている。制御部５０は、上述のようにして算出した平均印字率を
印字率カウンタ１２に記憶させる。また、本実施例では、制御部５０には、装置本体１１
０の内部又は外部の少なくとも一方の温度を検知する温度検知手段としての、装置本体１
１０の内部の温度を検知する温度センサ１３が接続されている。温度センサ１３の検知結
果を示す信号は、制御部５０に入力される。
【００６４】
　本実施例における、画像形成時及び供給動作時の帯電バイアス及び現像バイアスの設定
、並びに供給動作において感光ドラム１に付着させるトナー量（時間、幅、質量）の設定
は、実施例１と同じである。また、本実施例では、供給動作を実行する場合の各部の動作
は、実施例１と同様に図８のシーケンスチャート図に従う。一方、本実施例では、供給動
作を実行しない場合の各部の動作は、実施例１と同様に図１４のシーケンスチャート図に
従う。
【００６５】
　図９は、本実施例における供給動作を実行するか否かを判断する制御の手順の概略を示
すフローチャート図である。制御部５０は、ジョブの開始が指示されると、前回転工程を
開始させる（Ｓ１）。次に、制御部５０は、回転距離カウンタ１１から読み込んだ前回の
供給動作を実行してからの回転距離が、閾値であるＬＥＴＴＥＲサイズ換算での１００枚
連続印刷相当の回転距離以上であるか否かを判断する（Ｓ２）。次に、制御部５０は、Ｓ
２において閾値以上（“Ｙｅｓ”）であると判断した場合は、温度センサ１３から読み込
んだ機内温度Ｘが、低温（０℃＜Ｘ≦１５℃）、常温（１５℃＜Ｘ≦２５℃）、高温（２
５℃＜Ｘ）のいずれであるかを判断する（Ｓ３）。次に、制御部５０は、Ｓ３で低温であ
ると判断した場合、印字率カウンタ１２から読み込んだ前回の供給動作を実行してからの
平均印字率が、第１の閾値としての１０％以下であるか否かを判断する（Ｓ４）。また、
制御部５０は、Ｓ３で常温であると判断した場合、印字率カウンタ１２から読み込んだ前
回の供給動作を実行してからの平均印字率が、第２の閾値としての４％以下であるか否か
を判断する（Ｓ５）。また、制御部５０は、Ｓ３で高温であると判断した場合、印字率カ
ウンタ１２から読み込んだ前回の供給動作を実行してからの平均印字率が、第３の閾値と
しての２％以下であるか否かを判断する（Ｓ６）。そして、制御部５０は、Ｓ４、Ｓ５、
Ｓ６において閾値以下（“Ｙｅｓ”）であると判断した場合は、今回の前回転工程中に供
給動作を実行することを決定し（Ｓ７）、印刷枚数カウンタ１１、印字率カウンタ１２の
カウント値を０にリセットする（Ｓ８）。一方、制御部５０は、Ｓ２において閾値未満で
ある（“Ｎｏ”）と判断した場合、あるいはＳ４、Ｓ５、Ｓ６において閾値より大きいと
判断した場合は、今回の前回転工程中に供給動作を実行しないことを決定する（Ｓ９）。
【００６６】
　２０℃環境において１枚間欠で３０ｋ枚の印刷を、印字率を異ならせてそれぞれ行った
場合の、プロセスカートリッジ７の寿命までの供給動作によるトナーの総消費量は、それ
ぞれ次の通りである。なお、１枚間欠とは、１枚印刷するごとに前回転工程、画像形成工
程、後回転工程が行われるジョブを繰り返す運転状態である。印字率５％の場合は、供給
動作が必要と見なされず、供給動作によるトナーの消費は無い。一方、印字率１％の場合
は、供給動作により３６００ｍｇのトナーが消費される。
【００６７】
　このように、本実施例によれば、必要に応じて適切なタイミングで供給動作を実行する
ことで、良好なクリーニング性能を確保しつつ、トナーを節約することができる。
【００６８】



(18) JP 6971632 B2 2021.11.24

10

20

30

40

50

　２．変形例
　ここで、供給動作の実行の有無を判断する制御の変形例について説明する。制御部５０
は、感光ドラム１とクリーニングブレード６１との間の摩擦力と相関する指標値が所定の
条件を満たす場合に、非画像形成時に供給動作を実行させることができる。
【００６９】
　例えば、実施例１では、回転距離カウンタ１１による、感光ドラム１の回転方向の移動
距離と相関する指標値としての回転距離の計数結果が、閾値以上の場合に、非画像形成時
に供給動作を実行させた。前述のように、感光ドラム１とクリーニングブレード６１との
間の摩擦力は、感光ドラム１へのトナーの供給が少ない状態で感光ドラム１を回転させる
ことで上昇する。そのため、回転距離カウンタ１１による、非画像形成時の感光ドラム１
の回転方向の移動距離と相関する指標値としての回転距離の計数結果が、閾値以上の場合
に、非画像形成時に供給動作を実行させるようにしてもよい。
【００７０】
　また、実施例１のように感光ドラム１の回転距離に応じて供給動作の実行の有無を判断
する場合に、本実施例と同様に、回転距離の閾値を、環境の温度に応じて変更することが
できる。この場合、制御部５０は、第１の温度の場合よりも、第１の温度よりも高い第２
の温度の場合の閾値の方を大きくするように変更する。これは、上述のように、相対的に
低温の場合に、感光ドラム１とクリーニングブレード６１との間の摩擦力が上昇しやすい
からである。別法として、回転距離の閾値を、現像装置４の使用量に応じて変更すること
ができる。現像装置４の使用量と相関する指標値としては、現像スリーブ４１の回転回数
や回転時間、攪拌部材４５の回転回数や回転時間、印刷枚数などの任意の値を用いること
ができる。この場合、画像形成装置１００に、該指標値を計数する使用量計数手段として
カウンタ（記憶部）を設ければよい。そして、この場合、制御部５０は、使用量の計数結
果が第１の値の場合よりも、第１の値よりも大きい第２の値の場合の閾値の方を小さくす
るように変更する。これは、現像装置４の消耗が進むにつれ、現像剤の流動性が低下し、
供給動作時に感光ドラム１とクリーニングブレード６１との間に与えられる潤滑性が低下
しやすいからである。
【００７１】
　また、感光ドラム１の回転方向の移動距離と相関する指標値は、感光ドラム１の回転距
離に限定されるものではなく、回転数や回転時間などを用いてもよい。また、「びびり」
や「めくれ」の所望の抑制程度などに応じて、例えば印刷枚数（所定のサイズ換算での印
刷枚数など）を用いてもよい。
【００７２】
　また、本実施例では、印字率カウンタ１２による、感光ドラム１が回転方向に所定の距
離だけ移動する間に感光ドラム１に供給されたトナーの量と相関する指標値としての平均
印字率の計数結果が、閾値以下の場合に、非画像形成時に供給動作を実行させた。そして
、平均印字率の閾値を、環境の温度に応じて変更した。このとき、制御部５０は、第１の
温度の場合よりも、第１の温度よりも高い第２の温度の場合の閾値を小さくするように変
更した。これは、上述のように、相対的に低温の場合に、感光ドラム１とクリーニングブ
レード６１との間の摩擦力が上昇しやすいからである。別法として、平均印字率の閾値を
、上記同様、現像装置４の使用量に応じて変更することができる。この場合、制御部５０
は、使用量の計数結果が第１の値の場合よりも、第１の値よりも大きい第２の値の場合の
閾値の方を大きくするように変更する。これは、上述のように、現像装置４の消耗が進む
につれ、現像剤の流動性が低下し、供給動作時に感光ドラム１とクリーニングブレード６
１との間に与えられる潤滑性が低下しやすいからである。
【００７３】
　また、例えば毎回の前回転工程などの所定のタイミングで、供給動作の実行の有無を環
境の温度や現像装置４の使用量によって判断するようにしてもよい。環境の温度によって
判断する場合、制御部５０は、温度が閾値以下の場合に、非画像形成時に供給動作を実行
させるように制御することができる。また、現像装置４の使用量によって判断する場合、
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制御部５０は、使用量の計数結果が閾値以上の場合に、非画像形成時に供給動作を実行さ
せるように制御することができる。
【００７４】
　［実施例３］
　次に、本発明の他の実施例について説明する。本実施例の画像形成装置１００の基本的
な構成及び動作は、実施例１の画像形成装置のものと同じである。したがって、本実施例
の画像形成装置において、実施例１の画像形成装置のものと同一又は対応する機能あるい
は構成を有する要素については、実施例１と同一の符号を付して詳しい説明は省略する。
【００７５】
　本実施例では、前回転工程において、感光ドラム１の駆動モ－タＭ１の回転トルクが閾
値以上の場合に、感光ドラム１とクリーニングブレード６１との間の潤滑性が不足してい
ると判断し、帯電ＡＣのＶｐｐを小さくして砂地カブリを積極的に発生させる。また、前
回転工程において、砂地カブリを積極的に発生させた結果、回転トルクが閾値未満に低下
した場合に、帯電ＡＣのＶｐｐを再び大きくする。このように、実際に感光ドラム１とク
リーニングブレード６１との間の潤滑性が損なわれているタイミングで供給動作を実行す
ることで、供給動作によるトナーの消費を減らすことができる。
【００７６】
　つまり、制御部５０は、非画像形成時に、帯電ＡＣのＶｐｐの切り替えを行うことが可
能である。ここで、非画像形成時に感光ドラム１上の砂地カブリを発生させる所定の領域
とは別の領域が帯電位置ａを通過する際の帯電ＡＣのＶｐｐを「Ｖｐｐ３」とする。この
とき、制御部５０は、次式、
Ｖｐｐ１＜Ｖｐｐ３＜Ｖｐｐ２
を満たすように上記Ｖｐｐの切り替えの制御を行う。実施例１で説明したように、「Ｖｐ
ｐ１」は、積極的に砂地カブリを発生させ、トナーをクリーニング位置ｄに供給するため
の設定である。「Ｖｐｐ２」は、砂地カブリを無視できる程度に抑制し、帯電ムラの無い
略均一な帯電を行うための設定である。そして、「Ｖｐｐ３」は、砂地カブリを無視でき
る程度に抑制すると共に、若干の帯電ムラの発生は許容しつつ感光ドラム１の表面の削れ
を抑制するための設定である。
【００７７】
　なお、本実施例では、実施例１と同様に、「Ｖｐｐ１」の印加時に帯電位置ａを通過し
た感光ドラム１上の領域が現像位置ｃを通過する時には現像バイアスが印加され、転写位
置Ｎを通過する時には画像形成時とは逆極性の転写バイアスが印加される。一方、本実施
例では、「Ｖｐｐ３」の印加時に帯電位置ａを通過した感光ドラム１上の領域が現像位置
ｃを通過する時には現像バイアスの印加は停止され、転写位置Ｎを通過する時には転写バ
イアスの印加は停止される。つまり、「Ｖｐｐ３」の印加時に帯電位置ａを通過した感光
ドラム１上の領域に対しては、積極的にはトナーを供給しない。
【００７８】
　図３を参照して、本実施例では、制御部５０には、感光ドラム１の駆動モータＭ１に内
蔵された、トルク検知手段としてのトルクゲージ１４が接続されている。トルクゲージ１
４の検知結果を示す信号は、制御部５０に入力される。
【００７９】
　本実施例における画像形成時及び前回転工程時の帯電バイアス及び現像バイアスの設定
は次の通りである。
【００８０】
　＜画像形成時の設定＞
　・帯電バイアス
　　直流成分：－４００Ｖ
　　交流成分：Ｖｐｐ＝１５００Ｖ（「Ｖｐｐ２」）、ｆ＝１．５ｋＨｚ、正弦波
　・現像バイアス
　　直流成分：－３００Ｖ



(20) JP 6971632 B2 2021.11.24

10

20

30

40

50

　　交流成分：Ｖｐｐ＝１８００Ｖ、ｆ＝２．５ｋＨｚ、正弦波
　＜前回転工程時の設定＞
　・帯電バイアス
　　直流成分：－４００Ｖ（画像形成時と同じ設定）
　　交流成分：供給動作時以外のＶｐｐ＝１４００Ｖ（「Ｖｐｐ３」）、
　　　　　　　供給動作時のＶｐｐ＝１２００Ｖ（「Ｖｐｐ１」）、
　　　　　　　ｆ＝１．５ｋＨｚ、正弦波
　・現像バイアス
　　直流成分：－３００Ｖ（画像形成時と同じ設定）
　　交流成分：Ｖｐｐ＝１８００Ｖ、ｆ＝２．５ｋＨｚ、正弦波（画像形成時と同じ設定
）
【００８１】
　本実施例では、前回転工程中に、駆動モータＭ１の回転トルクの値が閾値である５ｋｇ
ｃｍ以上になった場合は、感光ドラム１とクリーニングブレード６１との間の潤滑性が低
下していると見なし、帯電ＡＣのＶｐｐを「Ｖｐｐ１」に設定する。これにより、反射濃
度８％程度の砂地カブリが発生する。また、前回転工程中に、駆動モータＭ１の回転トル
クの値が閾値である５ｋｇｃｍ未満になった場合は、感光ドラム１とクリーニングブレー
ド６１との間の潤滑性が十分であると見なし、帯電ＡＣのＶｐｐを「Ｖｐｐ３」に設定す
る。この設定で、供給動作において感光ドラム１に付着するトナー量（時間、幅、質量）
は、約２００ｍｓｅｃ、約４０ｍｍ、約１２ｍｇであった。
【００８２】
　図１０は、本実施例における供給動作を実行する場合の各部の動作状態の一例を示すシ
ーケンスチャート図である。ここでは、前回転工程は、例えば、定着装置９を温めるある
いは現像装置４内の現像剤をほぐすなどのために、供給動作とは別の要因で決められる時
間の間だけ行われるものとする。
【００８３】
　前回転工程が開始されると、まず、駆動モータＭ１の駆動が開始される（Ｔ２１１）。
次に、帯電ＤＣ及び帯電ＡＣの印加が開始される（Ｔ２２１、Ｔ２３１）。このとき、帯
電ＡＣのＶｐｐは「Ｖｐｐ３」に設定され、帯電ＤＣは画像形成時と同じ値に設定される
。また、前回転工程の開始直後からトルクゲージ１４の検知結果がモニターされながら、
前回転工程が続けられる。そして、感光ドラム１とクリーニングブレード６１との間の潤
滑性が次第に損なわれていき、トルクゲージ１４の検知結果が５ｋｇｃｍ以上になったタ
イミングで、帯電ＡＣのＶｐｐが「Ｖｐｐ３」から「Ｖｐｐ１」に切り替えられる（Ｔ２
３２）。次に、「Ｖｐｐ１」の印加が開始された時に帯電位置ａにあった感光ドラム１上
の位置が現像位置ｃに到達するタイミングと同期させて、現像ＤＣ及び現像ＡＣ（現像Ｄ
Ｃのみ図示）の印加が開始される（Ｔ２４１）。次に、「Ｖｐｐ１」の印加が開始された
時に帯電位置ａにあった感光ドラム１上の位置（砂地カブリを起こしたトナー）が転写位
置Ｎに到達するタイミングと同期させて、負極性の転写バイアス（本実施例では－５００
Ｖ）の印加が開始される（Ｔ２５１）。
【００８４】
　次に、感光ドラム１とクリーニングブレード６１との間の潤滑性が次第に復帰していき
、トルクゲージ１４の検知結果が５ｋｇｃｍ未満になったタイミングで、帯電ＡＣのＶｐ
ｐが「Ｖｐｐ１」から再び「Ｖｐｐ３」に切り替えられる（Ｔ２３３）。次に、再度「Ｖ
ｐｐ３」に切り替えられた時に帯電位置ａにあった感光ドラム１上の位置が現像位置ｃに
到達するタイミングと同期させて、現像ＤＣ及び現像ＡＣの印加が停止される（Ｔ２４２
）。また、再度「Ｖｐｐ３」に切り替えられた時に帯電位置ａにあった感光ドラム１上の
位置が転写位置Ｎに到達するタイミングと同期させて、転写バイアスの印加が停止される
（Ｔ２５２）。
【００８５】
　次に、前回転工程の終了後に、帯電ＡＣのＶｐｐが「Ｖｐｐ３」から「Ｖｐｐ２」に切
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り替えられ、画像形成工程に移行する（Ｔ２３４）。次に、「Ｖｐｐ２」に切り替えられ
た時に帯電位置ａにあった感光ドラム１上の位置が現像位置ｃに到達するタイミングと同
期させて、現像ＤＣ及び現像ＡＣの印加が開始される（Ｔ２４３）。その後、「Ｖｐｐ２
」に切り替えられた時に帯電位置ａにあった感光ドラム１上の位置が転写位置Ｎに到達す
るタイミングと同期させて、正極性の転写バイアス（本実施例では＋１５００Ｖ）の印加
が開始される（Ｔ２５３）。
【００８６】
　表２は、２０℃環境において１枚間欠で３０ｋ枚の印刷を、実施例１と本実施例の画像
形成装置で行った場合の、プロセスカートリッジ７の寿命までの供給動作によるトナーの
総消費量の違いを示している。
【００８７】
【表２】

【００８８】
　表２に示すように、本実施例では、実施例１よりも供給動作によるトナーの消費を減ら
すことができる。なお、本実施例について、実施例１で説明したのと同様に、クリーニン
グ不良（すり抜け）の発生、及び「びびり」や「めくれ」の発生程度を調べたが、クリー
ニング不良、及び「びびり」や「めくれ」は十分に抑制することができた。
【００８９】
　このように、本実施例によれば、良好なクリーニング性能を確保しつつ、トナーを節約
することができる。
【００９０】
　なお、トルク検知手段は、トルク値自体に限らず、駆動モータＭ１の回転トルクと相関
する指標値を検知するものであればよく、制御部５０は、その指標値の検知結果が閾値以
上の場合に、非画像形成時に供給動作を実行させるようになっていればよい。
【００９１】
　［実施例４］
　次に、本発明の他の実施例について説明する。本実施例の画像形成装置１００の基本的
な構成及び動作は、実施例１の画像形成装置のものと同じである。したがって、本実施例
の画像形成装置において、実施例１の画像形成装置のものと同一又は対応する機能あるい
は構成を有する要素については、実施例１と同一の符号を付して詳しい説明は省略する。
【００９２】
　実施例１～３では、前回転工程時に供給動作を実行する例を説明した。本実施例では、
紙間工程時に供給動作を実行する例を説明する。
【００９３】
　本実施例における、画像形成時及び紙間工程時（供給動作時）の帯電バイアス及び現像
バイアスの設定、並びに供給動作において感光ドラム１に付着させるトナー量（時間、幅
、質量）の設定は、実施例１と同じである。
【００９４】
　通常汎用されるＡ４サイズやＬＥＴＴＥＲサイズの記録材Ｐよりも小サイズの記録材Ｐ
を用いる場合、あるいは両面印刷を行う場合には、紙間工程の時間が長く設定されること
がある。なお、紙間工程の時間は、概略、感光ドラム１上の先行する画像形成工程のため
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の画像形成可能領域と、後続の画像形成工程のための画像形成可能領域との間の領域が、
感光ドラム１の回転方向の所定位置を通過するのにかかる時間である。このような場合、
感光ドラム１へトナーが供給されない時間が長いため、感光ドラム１とクリーニングブレ
ード６１との間の潤滑性が損なわれやすい。そこで、本実施例では、上述のように小サイ
ズの記録材Ｐを用いる場合及び両面印刷を行う場合に、紙間工程時に供給動作を実行する
。
【００９５】
　図１１は、本実施例における供給動作を実行する場合の各部の動作状態の一例を示すシ
ーケンスチャート図である。
【００９６】
　駆動モータＭ１は、先行する画像形成工程、紙間工程、及び後続の画像形成工程を通し
て駆動されている。また、帯電ＤＣ、並びに、現像ＤＣ及び現像ＡＣ（現像ＤＣのみ図示
）は、先行する画像形成工程、紙間工程、及び後続の画像形成工程を通して同じ値とされ
る。そして、帯電ＡＣのＶｐｐは、紙間工程が開始されるタイミングで、「Ｖｐｐ２」か
ら「Ｖｐｐ１」に切り替えられる（Ｔ３３１）。また、「Ｖｐｐ１」の印加が開始された
時に帯電位置ａにあった感光ドラム１上の位置（砂地カブリを起こしたトナー）が転写位
置Ｎに到達するタイミングと同期させて、転写バイアスは正極性から負極性に切り替えら
れる（Ｔ３５１）。本実施例では、正極性の転写バイアスは＋１５００Ｖ、負極性の転写
バイアスは－５００Ｖである。また、紙間工程中に感光ドラム１上の砂地カブリを発生さ
せるべき所定の領域が帯電位置ａを通過し終えた時以降のタイミングで、次の画像形成工
程に備えて帯電ＡＣのＶｐｐが「Ｖｐｐ１」から再度「Ｖｐｐ２」に切り替えられる（Ｔ
３３２）。その後、「Ｖｐｐ２」に切り替えられた時に帯電位置ａにあった感光ドラム１
上の位置が転写位置Ｎに到達するタイミングと同期させて、転写バイアスが負極性から再
度正極性に切り替えられる（Ｔ３５２）。
【００９７】
　なお、実施例１～３で説明した供給動作の実行の有無を判断する手法は、本実施例のよ
うに紙間工程中に供給動作を行う場合にも任意に適用することができる。
【００９８】
　［実施例５］
　次に、本発明の他の実施例について説明する。本実施例の画像形成装置１００の基本的
な構成及び動作は、実施例１の画像形成装置のものと同じである。したがって、本実施例
の画像形成装置において、実施例１の画像形成装置のものと同一又は対応する機能あるい
は構成を有する要素については、実施例１と同一の符号を付して詳しい説明は省略する。
【００９９】
　実施例１～３では前回転工程時、実施例４では紙間工程時に供給動作を実行する例を説
明した。本実施例では、後回転工程時に供給動作を実行する例を説明する。
【０１００】
　本実施例における、画像形成時及び後回転工程時（供給動作時）の帯電バイアス及び現
像バイアスの設定、並びに供給動作において感光ドラム１に付着させるトナー量（時間、
幅、質量）の設定は、実施例１と同じである。
【０１０１】
　本実施例では、感光ドラム１の回転距離が、ＬＥＴＴＥＲサイズ換算で１００枚の印刷
を連続して行った場合に相当する感光ドラム１の回転距離に到達した後（典型的には直後
）の後回転工程において供給動作が実行される。
【０１０２】
　図１２は、本実施例における供給動作を実行する場合の各部の動作状態の一例を示すシ
ーケンスチャート図である。
【０１０３】
　画像形成時は駆動モータＭ１は駆動されている。そして、帯電ＡＣのＶｐｐは、後回転
工程が開始されるタイミングで、「Ｖｐｐ２」から「Ｖｐｐ１」に切り替えられる（Ｔ４
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３１）。帯電ＤＣ、並びに、現像ＤＣ及び現像ＡＣ（現像ＤＣのみ図示）は、画像形成工
程時と同じ値に維持される。転写バイアスは、「Ｖｐｐ１」の印加が開始されたタイミン
グと同期させて、正極性（本実施例では＋１５００Ｖ）から負極性（本実施例では－５０
０Ｖ）に切り替えられる（Ｔ４５１）。次に、後回転中に感光ドラム１上の砂地カブリを
発生させるべき所定の領域が現像位置ｃを通過し終えた時以降のタイミングで、現像ＤＣ
及び現像ＡＣの印加が停止される（Ｔ４４１）。次に、帯電ＤＣ及び帯電ＡＣの印加が停
止されると共に（Ｔ４２１、Ｔ４３２）、転写バイアスの印加が停止される（Ｔ４５２）
。その後、駆動モータＭ１の駆動が停止される（Ｔ４１１）。
【０１０４】
　なお、実施例１～３で説明した供給動作の実行の有無を判断する手法は、本実施例のよ
うに後回転工程中に供給動作を行う場合にも任意に適用することができる。
【０１０５】
　［実施例６］
　次に、本発明の他の実施例について説明する。本実施例の画像形成装置１００の基本的
な構成及び動作は、実施例１の画像形成装置のものと同じである。したがって、本実施例
の画像形成装置において、実施例１の画像形成装置のものと同一又は対応する機能あるい
は構成を有する要素については、実施例１と同一の符号を付して詳しい説明は省略する。
【０１０６】
　実施例１～５では、供給動作において帯電ＡＣのＶｐｐを十分に小さくすることで積極
的に砂地カブリを発生させて感光ドラム１にトナーを付着させた。前述のように、帯電Ａ
ＣのＶｐｐを十分に小さくすることによって、砂地カブリにより電荷の絶対値が相対的に
小さいトナーをクリーニング位置ｄに供給できるだけでなく、振動を減らしてクリーニン
グブレード６１の挙動を安定化することができる。しかし、帯電ＤＣと現像ＤＣとの差分
を小さくすることでバックコントラストを小さくすることによっても、地カブリを発生さ
せて、電荷の絶対値が相対的に小さいトナーを感光ドラム１に付着させることができる。
この方法は、例えば高圧基盤の構成などによって帯電ＡＣのＶｐｐを変更できない場合な
どに有効である。
【０１０７】
　ここで、供給動作において現像スリーブ４１からトナーを移動させる感光ドラム１上の
所定の領域が帯電位置ａを通過する際の帯電ＤＣを「Ｖｄｃ１」、画像形成時の帯電ＤＣ
を「Ｖｄｃ２」とする。また、上記所定の領域が現像位置ｃを通過する際の現像ＤＣを「
Ｖｄｅｖ１」、画像形成時の現像ＤＣを「Ｖｄｅｖ２」とする。本発明者の検討によれば
、供給動作において感光ドラム１にトナーが付着しすぎることによるクリーニング不良の
発生などを十分に抑制するためには、｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜は、０Ｖより大きくする
必要がある。つまり、｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜＝０Ｖの場合、Ｖｄｃ１＝Ｖｄｅｖ１で
ある。このため、供給動作において帯電位置ａで電位Ｖｄｃ１に帯電された感光ドラム１
上の領域が現像位置ｃで電位Ｖｄｅｖ１の現像スリーブ４１と対向することになるため、
トナーが感光ドラム１に付着しすぎてしまう。なお、現像ＤＣよりも帯電ＤＣの方がトナ
ーの正規の帯電極性と同極性側に高い電位になるようにする。通常、帯電ＤＣ及び現像Ｄ
Ｃはトナーの正規の帯電極性と同極性であり、現像ＤＣの絶対値よりも帯電ＤＣの絶対値
の方を大きくすればよい。つまり、制御部５０は、供給動作では、次式、
０Ｖ＜｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜＜｜Ｖｄｃ２－Ｖｄｅｖ２｜
を満たすように制御を行う。なお、十分に短い時間の供給動作でカブリにより十分な量の
トナーを供給するためには、｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜は、｜Ｖｄｃ２－Ｖｄｅｖ２｜－
３０Ｖ以下であることが好ましく、｜Ｖｄｃ２－Ｖｄｅｖ２｜－５０Ｖ以下であることが
より好ましい。つまり、本実施例の構成では、０Ｖ＜｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜≦７０Ｖ
を満たすことが好ましく、０Ｖ＜｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜≦５０Ｖを満たすことがより
好ましい。このバックコントラストの上限、下限については実施例７で更に説明する。
【０１０８】
　本実施例における画像形成時及び供給動作時の帯電バイアス及び現像バイアスの設定は
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次の通りである。
【０１０９】
　＜画像形成時の設定＞
　・帯電バイアス
　　直流成分：－４００Ｖ（「Ｖｄｃ２」）
　　交流成分：Ｖｐｐ＝１５００Ｖ、ｆ＝１．５ｋＨｚ、正弦波
　・現像バイアス
　　直流成分：－３００Ｖ（「Ｖｄｅｖ２」）
　　交流成分：Ｖｐｐ＝１８００Ｖ、ｆ＝２．５ｋＨｚ、正弦波
　・帯電ＤＣと現像ＤＣとの差分
　　｜Ｖｄｃ２－Ｖｄｅｖ２｜＝１００Ｖ
　この設定では、地カブリは実質的に無視できる反射濃度１％程度に抑制される。
　＜供給動作時の設定＞
　・帯電バイアス
　　直流成分：－３６０Ｖ（「Ｖｄｃ１」）
　　交流成分：Ｖｐｐ＝１５００Ｖ、ｆ＝１．５ｋＨｚ、正弦波（画像形成時と同じ設定
）
　・現像バイアス
　　直流成分：－３３０Ｖ（「Ｖｄｅｖ１」）
　　交流成分：Ｖｐｐ＝１８００Ｖ、ｆ＝２．５ｋＨｚ、正弦波（画像形成時と同じ設定
）
　・帯電ＤＣと現像ＤＣとの差分
　　｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜＝３０Ｖ
　この設定では、反射濃度８％程度の地カブリが発生する。供給動作で感光ドラム１にト
ナーを付着させる時間は２００ｍｓｅｃ、トナーを付着させる感光ドラム１の回転方向の
幅は４０ｍｍ、感光ドラム１に付着させるトナーの量は１２ｍｇである。なお、供給動作
では、感光ドラム１の回転軸線方向における画像形成可能領域の略全域に、地カブリを起
こしたトナーが付着する。
【０１１０】
　本実施例では、実施例１と同様に、感光ドラム１の回転距離が、ＬＥＴＴＥＲサイズ換
算で１００枚の印刷を連続して行った場合に相当する感光ドラム１の回転距離に達した後
の、次の前回転工程において供給動作が実行される。
【０１１１】
　図１３は、本実施における供給動作を実行する場合の各部の動作状態の一例を示すシー
ケンスチャート図である。
【０１１２】
　前回転工程が開始されると、まず、駆動モータＭ１の駆動が開始される（Ｔ５１１）。
次に、帯電ＤＣ及び帯電ＡＣの印加が開始される（Ｔ５２１、Ｔ５３１）。このとき、帯
電ＡＣは画像形成時と同じ設定とされ、帯電ＤＣは「Ｖｄｃ１」に設定される。次に、「
Ｖｄｃ１」の印加が開始された時に帯電位置ａにあった感光ドラム１上の位置が現像位置
ｃに到達するタイミングと同期させて、現像ＤＣ及び現像ＡＣ（現像ＤＣのみ図示）の印
加が開始される（Ｔ５４１）。このとき、現像ＡＣは画像形成時と同じ設定とされ、現像
ＤＣは「Ｖｄｅｖ１」に設定される。これにより、地カブリが発生し、感光ドラム１にト
ナーが付着する。次に、「Ｖｄｃ１」の印加が開始された時に帯電位置ａにあった感光ド
ラム１上の位置（地カブリを起こしたトナー）が転写位置Ｎに到達するタイミングと同期
させて、負極性の転写バイアス（本実施例では－５００Ｖ）の印加が開始される（Ｔ５５
１）。
【０１１３】
　次に、感光ドラム１上の地カブリを発生させるべき所定の領域が帯電位置ａを通過し終
えた時以降のタイミングで、帯電ＤＣが「Ｖｄｃ２」に、現像ＤＣが「Ｖｄｅｖ２」に切
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り替えられ、画像形成工程に移行する（Ｔ５５２、Ｔ５４２）。その後、「Ｖｄｃ２」、
「Ｖｄｅｖ２」に切り替えられた時に帯電位置ａにあった感光ドラム１上の位置が転写位
置Ｎに到達するタイミングと同期させて、正極性の転写バイアス（本実施例では＋１５０
０Ｖ）の印加が開始される（Ｔ５５２）。
【０１１４】
　本実施例について、実施例１で説明したのと同様に、クリーニング不良（すり抜け）の
発生、及び「びびり」や「めくれ」の発生程度を調べたが、クリーニング不良、及び「び
びり」や「めくれ」は十分に抑制することができた。なお、帯電ＤＣと現像ＤＣとの差分
を変更して同様の試験を行った。その結果、該差分が７０Ｖ（すなわち、｜Ｖｄｃ２－Ｖ
ｄｅｖ２｜－３０Ｖ）を越えると、十分に短い時間の供給動作で「びびり」に起因するク
リーニング不良を十分に抑制することは難しかった。これは、供給動作において十分に地
カブリを発生させることができず、十分な量のトナーをクリーニング位置ｄに供給できな
かったためであると考えられる。
【０１１５】
　以上説明したように、帯電ＤＣと現像ＤＣとの差分を変更することによっても、非画像
形成時に感光ドラム１とクリーニングブレード６１との当接部に十分にトナーを供給でき
ると共に、そのトナーによるクリーニング不良の発生を抑制することができる。
【０１１６】
　なお、例えば実施例３で説明したように、感光ドラム１の駆動モ－タＭ１の回転トルク
を検知して、感光ドラム１とクリーニングブレード６１との間の潤滑性が不足している場
合に供給動作を実行するようにしてもよい。つまり、制御部５０は、非画像形成時に、帯
電ＤＣと現像ＤＣとの差分の切り替えを行うことが可能である。ここで、非画像形成時に
感光ドラム１上の地カブリを発生させる所定の領域とは別の領域が帯電位置ａを通過する
際の帯電ＤＣを「Ｖｄｃ３」、該別の領域が現像位置ｃを通過する際の現像ＤＣを「Ｖｄ
ｅｖ３」とする。このとき、制御部５０は、次式、
｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜＜｜Ｖｄｃ３－Ｖｄｅｖ３｜＜｜Ｖｄｃ２－Ｖｄｅｖ２｜
を満たすように上記差分の切り替えの制御を行う。｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜は、積極的
に地カブリを発生させ、トナーをクリーニング位置ｄに供給するための設定である。｜Ｖ
ｄｃ２－Ｖｄｅｖ２｜は、地カブリを無視できる程度に抑制すると共に、画像形成時の所
望の暗電位を形成するための設定である。そして、｜Ｖｄｃ３－Ｖｄｅｖ３｜は、地カブ
リを無視できる程度に抑制すると共に、出力電圧を抑えつつ感光ドラム１の表面電位を画
像形成時の設定に近づけるための設定である。
【０１１７】
　また、本実施例では、帯電ＤＣと現像ＤＣとの両方を変更して帯電ＤＣと現像ＤＣとの
差分を変更したが、帯電ＤＣ又は現像ＤＣの少なくとも一方変更して帯電ＤＣと現像ＤＣ
との差分を変更することができる。
【０１１８】
　また、実施例１～３で説明した供給動作の実行の有無を判断する手法は、本実施例のよ
うに供給動作において帯電ＤＣと現像ＤＣとの差分の設定によって感光ドラム１にトナー
を付着させる場合にも任意に適用することができる。
【０１１９】
　［実施例７］
　本実施例では、制御の容易性、ユーザーのメリットを考慮した供給動作における高圧設
定の最適化について説明する。
【０１２０】
　供給動作でカブリにより供給するトナーの量（ここでは、「供給量」ともいう。）は、
供給動作の時間（カブリを生じさせる時間）と単位面積当たりのカブリを起こしたトナー
の量（ここでは、カブリ量（反射濃度％）ともいう。）との積で表される。
【０１２１】
　まず、実施例１に基づいて説明する。実施例１中の帯電ＡＣのＶｐｐは単位面積当たり
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のカブリ量をコントロールするための手段である。ある帯電ＡＣのＶｐｐの値に対して、
適正な供給動作の時間が存在する。この適正な時間で供給動作を行うことが、トナーの消
費量の低減とダウンタイム（調整動作などのために画像出力ができない時間）の低減を実
現するために望ましい。
【０１２２】
　図１５は、帯電ＡＣのＶｐｐとカブリ量との関係を示すグラフ図である。図１５の横軸
は帯電ＡＣのＶｐｐ（便宜上、放電開始電圧２Ｖｔｈを差し引いた値を示している。）、
縦軸はカブリ量である。図１６は、図１５に示す帯電ＡＣのＶｐｐとカブリ量との関係が
成り立つ場合における、実施例１と同様の供給量（１２ｍｇ）を確保するために必要な帯
電ＡＣのＶｐｐと供給動作の時間との関係を示す。図１６の横軸は帯電ＡＣのＶｐｐ（便
宜上、放電開始電圧２Ｖｔｈを差し引いた値を示している。）、縦軸は供給動作の時間で
ある。図１６中の供給量１２ｍｇのラインよりも左側の領域は供給量過多の領域であり、
右側の領域は供給量過少の領域である。
【０１２３】
　ここで、図１５に示すように、カブリ量は帯電ＡＣのＶｐｐが小さくなると急峻に立ち
上がる。そして、その立ち上がり具合は、画像形成装置の状態、より詳細にはトナーの状
態で変化し易い。そのため、このカブリ量が急峻に立ち上がる領域では、カブリ量の制御
が難しい。そこで、カブリ量が急峻に上昇する直前の帯電ＡＣのＶｐｐの値を閾値として
、帯電ＡＣのＶｐｐの下限を設定することで、カブリ量をコントロールし易くすることが
できる。つまり、図１５から、制御の容易性の観点からは、供給動作における帯電ＡＣの
Ｖｐｐ１は、２Ｖｔｈ＋５０Ｖ≦Ｖｐｐ１を満たすように設定することが好ましいことが
わかる。
【０１２４】
　一方、図１６中の破線で示す値よりも帯電ＡＣのＶｐｐが大きい場合には、カブリ量が
少なくなるため、供給動作の時間を長くする必要がある。そこで、供給動作がダウンタイ
ムに与える影響を十分に少なくできるように帯電ＡＣのＶｐｐの上限を設定することで、
ユーザーのメリットを向上することができる。例えば、供給動作の時間が５００ｍｓｅｃ
以下であれば、供給動作がダウンタイムに与える影響が少ないと見なせる。つまり、図１
６から、ユーザーのメッリト（ダウンタイムの低減）の観点からは、供給動作における帯
電ＡＣのＶｐｐ１は、Ｖｐｐ１≦２Ｖｔｈ＋１７０Ｖを満たすように設定することが好ま
しいことがわかる。
【０１２５】
　同様に、実施例６における単位面積当たりのカブリ量をコントロールするための手段で
あるバックコントラストに関して、制御の容易性、ユーザーのメリットの観点から上限、
下限を設定することができる。図１７は、バックコントラストとカブリ量との関係を示す
グラフ図である。図１７から、制御の容易性の観点からは、カブリ量が急峻に立ち上がる
直前のバックコントラストの値を閾値として、１０Ｖ≦｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜を満た
すように供給動作におけるバックコントラストを設定することが好ましいことがわかる。
また、図１８は、図１７に示すバックコントラストとカブリ量との関係が成り立つ場合に
おける、実施例６と同様の供給量（１２ｍｇ）を確保するために必要なバックコントラス
トと供給動作の時間との関係を示す。図１８から、ユーザーのメリット（ダウンタイムの
低減）の観点からは、５００ｍｓｅｃを閾値として、｜Ｖｄｃ１－Ｖｄｅｖ１｜≦７０Ｖ
を満たすように供給動作におけるバックコントラストを設定することが好ましいことがわ
かる。
【０１２６】
　［その他］
　以上、本発明を具体的な実施例に即して説明したが、本発明は上述の実施例に限定され
るものではない。
【０１２７】
　供給動作において帯電ＡＣのＶｐｐを小さくして砂地カブリを発生させる場合、供給動



(27) JP 6971632 B2 2021.11.24

10

20

30

40

50

作を行う直前の感光ドラムの表面電位は画像形成可能領域の略全域で略０Ｖであることが
好ましい。これは、帯電ＡＣのＶｐｐを小さくして電位均し効果を低下させて砂地カブリ
を発生させる場合、画像形成時と同様の略均一の暗電位が形成されている感光ドラムの表
面に対してＶｐｐを小さくしても、電位均し効果の低下が望めないからである。この観点
から、供給動作を行う直前の感光ドラムの表面電位が画像形成可能領域の略全域で略０Ｖ
である前回転工程時（実施例１など）に供給動作を行うことが好ましい。ただし、感光ド
ラムの回転方向において転写位置の下流側かつ帯電位置の上流側の除電位置において感光
ドラムの表面の電荷の少なくとも一部を除去する除電手段を設けてもよい。除電手段とし
ては、例えば除電位置で感光ドラムに光を照射する前露光手段を用いることができる。そ
して、供給動作において砂地カブリを発生させる感光ドラム上の領域が帯電位置に到達す
る際の表面電位を、好ましくは画像形成可能領域の略全域で略０Ｖにする。これにより、
砂地カブリを発生させるべき感光ドラム上の所定の領域が帯電位置を通過する際に、感光
ドラムと帯電ローラとの間で放電が生じ、適度な帯電ムラを生じさせることができる。こ
の場合、紙間工程（実施例４）、後回転工程（実施例５）に供給動作を実行する場合でも
、より確実に十分な量のトナーを砂地カブリにより感光ドラムに付着させることができる
。
【０１２８】
　また、放電開始電圧２Ｖｔｈは、画像形成装置の設置環境、あるいは繰り返し使用によ
る帯電ローラの電気抵抗値の変化や感光ドラムの膜厚の変化などの種々の要因に応じて変
化することがある。ここで、画像形成装置の設置環境は、例えば温度又は湿度（相対湿度
あるいは絶対水分量）の少なくとも一方である。したがって、上述のＶｐｐ１の範囲は、
画像形成装置が使用され得る任意の環境において十分に上述の範囲を満たすように予め設
定しておくことができる。あるいは、種々の要因に応じて変化する放電開始電圧２Ｖｔｈ
の特性を予め実験などによって求めておき、画像形成や供給動作に先立ってその特性に基
づいて放電開始電圧２Ｖｔｈを予測することができる。そして、画像形成時や供給動作時
には、その予測される放電開始電圧２Ｖｔｈに応じて変更した帯電ＡＣのＶｐｐ（供給動
作時のＶｐｐ１は予測した２Ｖｔｈに対し上述の範囲を満たすようにする。）を用いるこ
とができる。さらに、画像形成装置において、帯電ローラに複数の試験電圧を印加した時
の電流を測定して電流電圧特性を求め、その特性から放電開始電圧２Ｖｔｈを求めること
ができる。典型的には、放電開始電圧２Ｖｔｈより小さい少なくとも１点の電圧と、放電
開始電圧２Ｖｔｈより大きい少なくとも１点の電圧とを印加して、それぞれの電圧を印加
した際に帯電電源に流れる電流を測定する。これにより、図４に示すような電流電圧特性
を得ることができる。そして、例えば得られた特性の変曲点（概略、放電開始電圧２Ｖｔ
ｈより大きい電圧範囲における電流電圧特性を示す特性において、放電電流量が０μＡの
場合のＶｐｐに相当する。）から放電開始電圧２Ｖｔｈを求めることができる。この放電
開始電圧２Ｖｔｈを求める動作は、所定のタイミングで非画像形成時に行うことができる
。上記所定のタイミングは、環境（温度又は湿度の少なくとも一方）が所定の範囲以上に
変化した場合、帯電ローラ又は感光ドラムの使用量と相関する指標値が所定の閾値を超え
た場合などとすることができる。また、帯電ローラ又は感光ドラムの使用量と相関する指
標値としては、回転回数、回転時間、帯電処理を行った時間、画像形成枚数などの任意の
値を利用できる。
【０１２９】
　また、上述の実施例では、単色の画像形成装置の例を説明したが、本発明はカラー画像
形成装置にも適用できるものである。例えば、複数の感光ドラムにそれぞれ異なる色のト
ナー像を形成し、各色のトナー像を中間転写体に順次一次転写した後に記録材に二次転写
する中間転写方式や、記録材担持体に担持された記録材に順次転写する直接転写方式のカ
ラー画像形成装置が周知である。これらの画像形成装置では、各感光ドラムに対応して、
上述の実施例のものと同様の帯電ローラ、現像装置、転写ローラ（一次転写ローラ）、ク
リーニング装置などが設けられる。
【０１３０】
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　また、上述の実施例では、電荷の絶対値が相対的に小さいカブリを起こしたトナーを、
転写位置を通過させてクリーニング位置に供給するために、転写ローラに該トナーと同極
性の電圧を印加した。別法として、該トナーが転写位置を通過する際に感光ドラムから転
写ローラ（あるいは中間転写体や記録材担持体）を離間させてもよい。
【０１３１】
　また、本発明は、クリーニング部材としてクリーニングブレードが用いられる場合に好
ましく適用できるものである。ただし、感光ドラムに当接させて配置するクリーニング部
材であって、感光ドラムとの間の摩擦力の上昇によるクリーニング不良の発生が懸念され
るクリーニング部材が用いる場合には、本発明を適用することで上述の実施例と同様の効
果が期待できる。
【０１３２】
　また、上述の実施例では、帯電部材が被帯電体である感光ドラムの表面に接触している
場合を例に説明したが、帯電部材は必ずしも感光ドラムの表面に接触している必要はない
。帯電部材と感光ドラムとの間にパッシェンの法則に基づく放電可能領域が設けられてい
れば、例えば数１０μｍの空隙（間隙）を有して非接触に近接配置されていてもよい。
【０１３３】
　また、帯電部材はローラ状の部材に限定されるものではなく、複数の張架ローラに張架
された無端状のベルトやブレード状の部材であってもよい。また、像担持体はドラム状の
感光体（感光ドラム）に限定されるものではなく、無端ベルト状の感光体（感光体ベルト
）であってもよい。静電記録方式の画像形成装置であれば、像担持体はドラム状や無端ベ
ルト状の静電記録誘電体であってよい。
【符号の説明】
【０１３４】
　１　　　　　感光ドラム（像担持体）
　２　　　　　帯電ローラ（帯電部材）
　４　　　　　現像装置
　５　　　　　転写ローラ（転写部材）
　６　　　　　クリーニング装置
　４１　　　　現像スリーブ（現像部材）
　６１　　　　クリーニングブレード（クリーニング部材）
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